
証券コード：9719

ご案内
法令及び当社定款第17条に基づき電子提供措置事項か
ら一部を除いた書面をご送付しております。ご送付して
いる書面の項番等は電子提供措置事項と同一となってお
りますのでご了承ください。

2022年4月1日から2023年3月31日まで

2023年3月期
招集通知書

東京都江東区豊洲三丁目２番20号
豊洲フロント  14階  当社会議室

2023年６月22日（木曜日）
午前10時

開催場所

開催日時

2023年3月期定時株主総会

決議事項

第１号議案　��定款一部変更の件
第２号議案　��取締役（監査等委員である取

締役を除く。）６名選任の件
第３号議案　�監査等委員である取締役３名

選任の件
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夢ある未来を、共に創る
お客様からの信頼を基に、共に新たな価値を創造し、夢ある未来を拓きます。

経営理念

Challenge
未来を変える情熱を持ち、常に高い目標を掲げ、挑戦する。

Commitment
お客様に対し、社会に対し、責任感を持ち、誠実に行動する。

Communication
仲間を尊重し、心を通わせ、チームワークを発揮する。

行動指針

人を大切にします。
一人ひとりの個性や価値観を尊重し、互いの力を最大限に活かします。

確かな技術に基づく、最高のサービスを提供します。
確かな技術とあふれる情熱で、お客様の喜びと感動につながるサービスを提供します。

世界と未来を見つめ、成長し続けます。
全てのステークホルダーの皆様とともに、世界へ、そして未来へ向けて成長し続けます。

私たちの3つの約束

私たちの使命
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株主の皆様へ

株主の皆様には平素は格別のご支援を賜り厚く御礼申し上げます。
当社2023年３月期（2022年４月１日～2023年３月31日）定時株主総会を2023年６月22日（木
曜日）に開催いたしますので、ここに招集通知書をお届けいたします。
2023年３月期の事業概況等及び株主総会の議案につき、ご説明申し上げますのでご覧ください
ますようお願いいたします。

2023年６月

代表取締役
執行役員 社長 當麻 隆昭當麻 隆昭代表取締役

執行役員 会長 山埜 英樹山埜 英樹
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（証券コード9719）
2023年６月１日

（電子提供措置の開始日2023年５月26日）
株 主 各 位

東京都江東区豊洲三丁目２番20号
S C S K 株 式 会 社
代 表 取 締 役
執行役員 社長 當麻 隆昭

定時株主総会招集通知書
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、下記により当社2023年３月期定時株主総会を開催いたしますので、ご案内申し上げます。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供

措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに「2023年定時株主総会招集通知及び株主総会資料」
として掲載しておりますので、以下の当社ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し
上げます。

当社ウェブサイト
https://www.scsk.jp/ir/information/gms.html

電子提供措置事項は、上記当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載してお
りますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、銘柄名（会社名）又は証
券コードを入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／ＰＲ情報」を選択のうえ、ご確認くださいますようお願い
申し上げます。

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

当日のご出席に代えて、書面又はインターネット等により議決権を行使することができますので、お手数なが
ら、株主総会参考書類をご検討いただき、2023年６月21日（水曜日）午後５時30分までに、６～７ページをご
参照の上、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

敬具
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記
1. 日 時 2023年６月22日（木曜日）午前10時
2. 場 所 東京都江東区豊洲三丁目２番20号 豊洲フロント 14階 当社会議室

（最終ページのご案内略図をご参照ください。）
3. 目的事項
報告事項１ 2023年３月期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
報告事項２ 2023年３月期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

計算書類報告の件
決議事項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。

２．電子提供措置事項のうち、以下の事項に関しましては、法令及び当社定款第17条第２項の規定に基づき、書面交付請求をい
ただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。したがって、書面交付請求をいただいた株主様に対して交
付する書面は、監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査人が監査をした対象書類の一部であります。
・事業報告の新株予約権等に関する重要な事項
・事業報告の業務の適正を確保するための体制等の決議の内容
・事業報告の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
・連結計算書類の連結持分変動計算書及び連結注記表
・計算書類の株主資本等変動計算書及び個別注記表

３．電子提供措置事項に修正が生じた場合は、当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトにその旨、修正前の事項及び修正後の事
項を掲載させていただきます。

定時株主総会におけるライブ配信についてのご案内

本株主総会の模様は、インターネットによるライブ配信にてご覧いただけます。ライブ配信はご視聴のみ
となりますため、インターネット等により事前に議決権を行使いただき、ご質問がある場合は、事前にお
寄せください。
配信日時
2023年６月22日（木曜日）午前10時から株主総会終了時刻まで
ライブ配信サイトは、開始時刻の30分前の午前９時30分頃からご視聴いただけます。
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参加方法
１．パソコン又はスマートフォン等で以下の

「株主専用ウェブサイト」にアクセスください。
株主専用ウェブサイト https://9719.ksoukai.jp

２．上記株主専用ウェブサイトへアクセス完了後、ID及びパスワードをご入力の上、ログインください。
ID 株主番号（議決権行使書用紙に記載の９桁の半角数字）

パスワード 郵便番号（株主様のご登録住所の郵便番号７桁の半角数字）
株主総会へご出席される株主様へのご留意事項
株主総会の当日の会場撮影は、ご出席株主様のプライバシーに配慮し、議長席付近となりますが、やむを得ずご出席株主様が映
り込んでしまう場合がございます。あらかじめご了承ください。

ご視聴に関するご留意事項
（1）ライブ配信のご視聴は、当社株主名簿（2023年３月31日現在）に記載された株主様のみとさせていただきます。当該株主

様以外のご参加はご遠慮ください。
（2）ライブ配信をご視聴される株主様は、会社法で定める出席には当たりません。そのため、本株主総会当日の議決権行使、動

議の提出、ご質問を含めたご発言はできません。
議決権行使については、６～７ページをご参照の上、2023年６月21日（水曜日）午後５時30分までに書面又は電磁的方法
（インターネット等）により議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

（3）ライブ配信用ウェブサイトのID及びパスワードを第三者に共有すること、ライブ配信の模様を撮影、録画、録音、保存、公
開等することは、固くお断りいたします。

（4）システム障害や通信環境等により映像や音声の乱れ、また一時中断等が発生する場合がありますので、あらかじめご了承く
ださい。

（5）通信環境やシステム障害等により株主様が受けた不利益については、当社は一切責任を負いかねますので、ご了承ください。
（6）ライブ配信につきましては、万全を期しておりますが通信環境の悪化やシステム障害等の不測の事態により参加できない場

合があるほか、状況によっては中止することがありますので、あらかじめご了承ください。
（7）万一何らかの事情により中継を行わない場合は、株主専用ウェブサイトにてお知らせいたします。
（8）ご視聴に必要な通信機器類やインターネット接続料、通信費等の一切の費用は、株主様のご負担とさせていただきます。
（9）ライブ配信は日本語音声のみとなります。
ご視聴に関するお問い合わせ先
2023年６月22日（木曜日） 午前９時から本株主総会終了まで
株式会社 ブイキューブ 電話番号：03-6833-6262

事前質問の受付についてのご案内

ご質問は株主総会の目的事項に関わる内容に限らせていただきます。株主の皆様のご関心が特に高い事項
については、本株主総会当日に回答をさせていただく予定ですが、全ての質問への回答をお約束するもの
ではございません。当日取り上げることに至らなかった質問につきましては、今後の参考とさせていただ
きます。なお、個別の回答はいたしかねますので、あらかじめご了承のほどお願い申し上げます。
受付期間 2023年６月１日（木曜日）午前10時から2023年６月15日（木曜日）午後５時30分まで
受付方法
● 定時株主総会におけるライブ配信についてのご案内に記載の参加方法をご参照の上、株主専用ウェブサイトにログインください。
● 株主専用ウェブサイトにて「事前質問を行う」ボタンを押してください。
● 必要事項をご入力の上、「申し込む」ボタンを押してください。

以 上
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当日ご出席される場合

株主総会開催日時

2023年６月22日（木曜日）
午前10時

■ 株主総会へ出席

（1）�書面とインターネット（「スマート行使」を含む。）等により二重に議決権を行使された場合は、インターネット（「スマート行使」を含む。）
等によるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

（2）�インターネット（「スマート行使」を含む。）等により議決権を複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取
り扱わせていただきます。

重複して行使された議決権の取り扱いについて

機関投資家の皆様へ
㈱ICJが運営する議決権電子行使プラットフォー
ムのご利用を事前に申し込まれた場合には、当
該プラットフォームにより議決権をご行使いただ
けます。

ご不明な点につきましては、
以下にお問い合わせくださいますようお願い申し上げます。
株主名簿管理人　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
議決権行使について �0120-652-031（9:00～21:00）
その他のご照会 �0120-782-031（平日9:00～17:00）

議決権行使についてのご案内
株主総会参考書類をご検討いただき、
以下のいずれかの方法により、議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

2023年６月21日（水曜日）
午後５時30分到着分まで

■ 書面による議決権行使

同封の議決権行使書用紙に議案に�
対する賛否をご表示いただき、行使�
期限までに当社株主名簿管理人に�
到着するようご返送ください。議決権
行使書において、議案に賛否の表示が
ない場合は、賛成の意思表示をされたも
のとして取り扱わせていただきます。

行使期限
■ インターネットによるご行使

2023年６月21日（水曜日）
午後５時30分行使分まで

にアクセスし、同封の議決権行使書用紙
に記載の議決権行使コード及びパスワー
ドをご利用のうえ、画面の案内に従って�
議案に対する賛否をご登録ください。

パソコン、スマートフォン又は
携帯電話等から、

議決権行使ウェブサイト
https://www.web54.net

詳細につきましては次頁をご覧ください。

行使期限
2023年６月21日（水曜日）
午後５時30分行使分まで

■ 「スマート行使」によるご行使

同封の議決権行使書用紙の右下�
「スマートフォン用議決権行使ウェブ�
サイトログインQRコード®」をスマートフ
ォンかタブレット端末で読み取ります。

詳細につきましては次頁をご覧ください。

行使期限

当日ご出席されない場合

同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、
会場受付にご提出ください。議決権行使書

議決権行使書
議決権行使書
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■ インターネットによるご行使■ 「スマート行使」によるご行使

同封の議決権行使書用紙の右下「スマートフォン
用議決権行使ウェブサイトログインQRコード®」
をスマートフォンかタブレット端末で読み取ります。

表示されたURLを開くと
議決権行使ウェブサイト画面が開きます。
議決権行使方法は２つあります。

画面の案内に従って各議案
の賛否をご入力ください。

※�議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の接続料金及び通信料金等は株主様のご負担となります。
※�インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使ウェブサイトをご利用いただけない場合があります。

① 議決権行使ウェブサイトへアクセスする①スマートフォン用議決権行使ウェブサイトへアクセスする

②議決権行使ウェブサイトを開く

③各議案について
　個別に指示する

④ 確認画面で問題なければ
「この内容で行使する」 
ボタンを押して行使完了！

※�QRコード®は、株式会社デンソー
ウェーブの登録商標です。

一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、再度QRコード®を読み
取り、同封の議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」「パスワード」を
ご入力いただく必要があります（パソコンから、議決権行使ウェブサイト�
https://www.web54.net�へ直接アクセスして行使いただくことも可能です）。

同封の議決権行使書
用紙に記載の「議決
権行使コード」をご入
力ください。

同封の議決権行使書
用紙に記載の「パス
ワード」をご入力くだ�
さい。

②ログインする

③パスワードを入力する

https://www.web54.net

 以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

議決権行使コード

パスワード

クリック

見本

見本

④ 

③
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株主総会参考書類
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議案及び参考事項
第１号議案 定款一部変更の件
1．提案の理由

当社は、従前より為替取引分析業を行っておりましたが、「安定的かつ効率的な資金決済制度の構築を図
るための資金決済に関する法律等の一部を改正する法律」（令和４年６月10日法律第61号）の施行に伴い、
当社の既存業務の一部が為替取引分析業に該当するため、当社定款第３条（目的）に事業目的を追加し、
併せて号数の変更を行うものであります。

2．変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
現 行 定 款 変 更 案

第１条～第２条 （条文省略） 第１条～第２条 （現行どおり）
第３条（目的）
当会社は、次の事業を営むことを目的とする。
１.～27. （条文省略）

（新設）
28. 前各号に関する企画、調査、研究、研修及びコンサルティング
29. その他前各号に付帯関連する一切の業務

第３条（目的）
当会社は、次の事業を営むことを目的とする。
１.～27. （現行どおり）
28. 為替取引分析業
29. 前各号に関する企画、調査、研究、研修及びコンサルティング
30. その他前各号に付帯関連する一切の業務

第４条～第37条及び附則 （条文省略） 第４条～第37条及び附則 （現行どおり）
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
現任の取締役（監査等委員である取締役を除きます。以下、本議案において同じです。）６名全員は、本総

会の終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役６名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号 氏 名 当社における地位及び担当 取締役会

出席状況

１ 再 任 山
や ま

埜
の

英
ひ で

樹
き 代表取締役 執行役員 会長

健康経営推進最高責任者
100%

（11回／11回）

２ 再 任 當
と う

麻
ま

隆
た か あ き

昭 代表取締役 執行役員 社長
100%

（11回／11回）

３ 再 任 福
ふ く な が

永 哲
て つ や

弥 取締役 執行役員 副社長
事業投資推進分掌役員

100%
（13回／13回）

４ 新 任 尾
お ざ き

﨑 務
つとむ 執行役員 専務

最高情報セキュリティ責任者
法務・リスク分掌役員

―

５ 新 任 中
な か じ ま

島 正
ま さ き

樹 ― ―

６ 再 任 久
く ぼ

保 哲
て つ

也
や 社外取締役

独立役員
社外取締役

100%
（13回／13回）

（注）当社は、山埜英樹氏、當麻隆昭氏、福永哲弥氏及び久保哲也氏との間で、会社法第430条の２第１項に規定する同項第１号の費
用及び同項第２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償することを内容とする補償契約を締結しており、各氏が取締
役に就任した場合は、同契約を継続するとともに、尾﨑務氏及び中島正樹氏が取締役に就任した場合は、各氏との間で同契約を
締結する予定であります。なお、当該契約の概要等は事業報告「4-6 補償契約に関する事項」をご参照ください。

（注）当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該
責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が填補されます。各取締役候補者が取締役に就任した場合
は、当該契約の被保険者となります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。なお、当該契約の概要等は事
業報告「4-7 役員等賠償責任保険契約に関する事項」をご参照ください。
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候補者
番 号

1
山
やま

埜
の

英
ひで

樹
き

（1960年２月23日生）

再 任 取締役会出席率
100％

(11回出席/11回開催)

所有する当社株式の数

10,405株

当社との
特別の利害関係

なし

取締役在任年数
（本株主総会終結時）

１年

■ 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1983年４月 住友商事㈱入社
2014年４月 同社理事

環境・インフラプロジェクト事
業本部長

2016年４月 同社執行役員
経営企画部長

2018年４月 同社常務執行役員
コーポレート部門企画担当役員
ＣＳＯ・ＣＩＯ

2018年６月 同社代表取締役
常務執行役員
コーポレート部門企画担当役員
ＣＳＯ・ＣＩＯ

2020年４月 同社代表取締役
専務執行役員
コーポレート部門企画担当役員
ＣＳＯ・ＣＩＯ

2022年４月 同社取締役
専務執行役員
メディア・デジタル事業部門参事
当社顧問兼任

2022年６月 当社代表取締役
執行役員 会長 最高経営責任者
健康経営推進最高責任者

2023年４月 当社代表取締役（現職）
執行役員 会長（現職）
健康経営推進最高責任者（現職）

■ 選任理由
山埜英樹氏は、国内外での豊富な経営経験と環境・社会・人権に関する幅広い見識を有しております。2022年６月に当社
執行役員 会長に就任し、中長期戦略を立案するとともに、経営全般を統括しており、同氏がこれまでの経歴で培った経験
及び見識から、当社の経営を行うに適任であると考え、取締役候補者とするものであります。

候補者
番 号

2
當
とう

麻
ま

隆
たか

昭
あき

（1965年２月17日生）

再 任 取締役会出席率
100％

(11回出席/11回開催)

所有する当社株式の数

13,905株

当社との
特別の利害関係

なし

取締役在任年数
（本株主総会終結時）

１年

■ 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1987年４月 住商コンピューターサービス㈱入社
2013年４月 当社執行役員
2016年４月 当社上席執行役員
2018年４月 当社常務執行役員

製造・通信システム事業部門長
2020年４月 当社常務執行役員

分掌役員（人事・総務グループ、人材開発グループ）
2021年４月 当社執行役員 常務

2022年４月 当社執行役員 社長 最高執行責任者
2022年６月 当社代表取締役

執行役員 社長 最高執行責任者
2023年４月 当社代表取締役（現職）

執行役員 社長（現職）

■ 選任理由
當麻隆昭氏は、豊富な経営経験とテクノロジーに関する幅広い見識を有しております。2022年４月より当社執行役員 社
長を務め、中長期戦略を立案するとともに、経営全般を統括しており、同氏がこれまでの経歴で培った経験及び見識から、
当社の経営を行うに適任であると考え、取締役候補者とするものであります。
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候補者
番 号

3
福
ふく
永
なが
哲
てつ
弥
や

（1960年２月１日生）

再 任 取締役会出席率
100％

(13回出席/13回開催)

所有する当社株式の数

36,442株

当社との
特別の利害関係

なし

取締役在任年数
（本株主総会終結時）

18年

■ 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1983年４月 ㈱日本長期信用銀行入行
1999年10月 チェースマンハッタン銀行コーポレート＆

インヴェストメントバンキンググループ
Vice President

2000年６月 ライコスジャパン㈱CFO
2002年12月 住商エレクトロニクス㈱顧問
2003年２月 同社取締役

常務執行役員
2005年４月 当社執行役員

住商エレクトロニクス㈱取締役兼任
2005年６月 当社取締役

執行役員
2008年４月 当社取締役

常務執行役員
2008年６月 ㈱アルゴグラフィックス社外取締役兼任（現職）

2014年４月 当社取締役
専務執行役員

2017年４月 当社取締役
執行役員
Chief Financial Officer

2017年６月 当社取締役
専務執行役員

2019年４月 当社取締役
専務執行役員
コーポレート部門連携責任者

2020年４月 当社取締役
専務執行役員

2021年４月 当社取締役
執行役員 専務

2022年４月 当社取締役（現職）
執行役員 副社長（現職）
事業投資推進分掌役員（現職）

■ 選任理由
福永哲弥氏は、長年にわたりコーポレート部門に携わり、財務・会計及び法務・リスク管理に関する豊富な経験と幅広い
見識を有しております。同氏がこれまでの経歴で培った経験及び見識から、当社の経営を行うに適任であると考え、取締
役候補者とするものであります。
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候補者
番 号

4 尾
お
﨑
ざき

務
つとむ

（1963年７月29日生）

新 任 取締役会出席率

ー

所有する当社株式の数

０株

当社との
特別の利害関係

あり

取締役在任年数
（本株主総会終結時）

ー

■ 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1987年４月 住友商事㈱入社
2016年４月 同社理事

中東支配人補佐
2017年４月 同社理事

中東支配人補佐
中東住友商事会社社長

2018年４月 住友商事㈱理事
中東支配人補佐
中東住友商事グループＣＯＯ
中東住友商事会社社長

2019年４月 住友商事㈱理事
欧阿中東ＣＩＳ総支配人補佐
欧州住友商事グループ
欧州コーポレート部門長

2020年４月 同社執行役員
欧阿中東ＣＩＳ総支配人補佐
欧州住友商事グループ
欧州コーポレート部門長

2021年４月 同社執行役員
メディア・デジタル業務部長

2023年４月 同社常務執行役員（現職）
メディア・デジタル事業部門参事（現職）
当社執行役員 専務兼任（現職）
最高情報セキュリティ責任者兼任（現職）
法務・リスク分掌役員兼任（現職）

2023年６月 住友商事㈱常務執行役員退任予定

■ 選任理由
尾﨑務氏は、住友商事㈱においてグローバルビジネスでの豊富な経験と法務・リスク管理に関する幅広い見識を有してお
ります。同氏がこれまでの経歴で培った経験及び見識から、当社の経営を行うに適任であると考え、取締役候補者とする
ものであります。
■ その他
尾﨑務氏は、住友商事㈱の業務執行者であり、当社は、同社との間で主としてソフトウェア開発、情報処理サービス、ハ
ードウェア及びソフトウェア等の販売に関する取引関係があります。

候補者
番 号

5 中
なか

島
じま

正
まさ

樹
き

（1962年11月13日生）

新 任 取締役会出席率

ー

所有する当社株式の数

０株

当社との
特別の利害関係

あり

取締役在任年数
（本株主総会終結時）

ー

■ 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1985年４月 住友商事㈱入社
2013年４月 同社理事

自動車事業第一本部長
2016年４月 同社執行役員

自動車事業第一本部長
2018年４月 同社執行役員

米州総支配人補佐
米州住友商事グループＥＶＰ兼ＣＦＯ
米州住友商事会社副社長兼ＣＦＯ

2019年４月 住友商事㈱常務執行役員
米州総支配人
米州住友商事グループＣＥＯ
米州住友商事会社社長

2021年４月 住友商事㈱専務執行役員
米州総支配人
米州住友商事グループＣＥＯ
米州住友商事会社社長

2022年４月 住友商事㈱専務執行役員（現職）
メディア・デジタル事業部門長（現職）

■ 選任理由
中島正樹氏は、住友商事㈱においてグローバルビジネス及びマーケティングに関する豊富な経験と幅広い見識を有してお
ります。同氏がこれまでの経歴で培った経験及び見識から、当社の業務執行の監督を行うに適任であると考え、取締役候
補者とするものであります。
■ その他
１．中島正樹氏は、住友商事㈱の業務執行者であり、当社は、同社との間で主としてソフトウェア開発、情報処理サービ

ス、ハードウェア及びソフトウェア等の販売に関する取引関係があります。
２．当社は、本議案が承認された場合、中島正樹氏との間で責任限度額を会社法第425条第１項に定める最低責任限度額

とする責任限定契約を締結する予定であります。
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候補者
番 号

6

久
く
保
ぼ
哲
てつ
也
や

（1953年９月24日生）

再 任
社外取締役
独立役員

取締役会出席率
100％

（13回出席/13回開催）

所有する当社株式の数

０株

当社との
特別の利害関係

なし

取締役在任年数
（本株主総会終結時）

２年

■ 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1976年４月 ㈱住友銀行入行
2003年６月 ㈱三井住友銀行執行役員

香港支店長
2006年７月 同行常務執行役員
2008年４月 ㈱三井住友フィナンシャルグル

ープ常務執行役員兼任
2009年４月 ㈱三井住友銀行取締役兼専務執行役員

㈱三井住友フィナンシャルグループ
専務執行役員兼任

2011年４月 ㈱三井住友銀行取締役兼副頭取執行役員
（2013年３月退任）
㈱三井住友フィナンシャルグループ副社長執行役員兼任
ＳＭＢＣ日興証券㈱取締役兼任

2011年６月 ㈱三井住友フィナンシャルグループ取締役兼任
（2013年３月退任）

2013年４月 ＳＭＢＣ日興証券㈱代表取締役社長
2016年４月 同社代表取締役会長
2016年６月 ㈱三井住友フィナンシャルグループ取締役

（2020年６月退任）
ＳＭＢＣ日興証券㈱代表取締役会長兼任
（2020年３月退任）

2020年４月 同社顧問
2021年１月 ＧＣＭインベストメンツ㈱取締役会長（現職）
2021年６月 当社社外取締役（現職）

■ 選任理由及び期待される役割の概要
久保哲也氏は、長年にわたり大手金融機関において要職を歴任し、豊富な経営経験とグローバルビジネスに関する幅広い
見識を有しております。同氏がこれまでの経歴で培った経験及び見識から、当社の業務執行の監督機能の維持・向上への
貢献及び経営全般における助言を期待し、社外取締役候補者とするものであります。
■ その他 社外取締役候補者に関する事項 等
１．当社は、久保哲也氏を、東京証券取引所が確保を義務付ける一般株主と利益相反が生ずるおそれのない独立役員とし

て指定し、同取引所に届け出ております。
２．当社は、久保哲也氏との間で責任限度額を会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とする責任限定契約を締結

しており、本議案が承認された場合には、当該責任限定契約を継続する予定であります。
３．久保哲也氏が2020年３月まで取締役を務めていたＳＭＢＣ日興証券㈱は、同氏が取締役に在任していた期間を含む期

間における株式取引等に関して、2022年10月、金融庁より、違法な安定操作取引等の法令違反が認められたとして、
業務停止命令及び業務改善命令を受けました。また、同社は、2023年２月に、上記の株式取引等について、金融商品
取引法違反（違法な安定操作取引）の罪で有罪判決を受けました。

４．久保哲也氏は、2013年３月まで当社の主要な借入先の一つである㈱三井住友銀行の業務執行者でありましたが、退任
してからすでに５年以上経過しており、退任後は業務執行には携わっていないことから、独立性に影響はないものと
判断しております。また、同氏は、2020年６月まで㈱三井住友銀行の親会社である㈱三井住友フィナンシャルグルー
プの取締役でありましたが、当社との間に取引関係はありません。さらに、同氏は、2020年３月までＳＭＢＣ日興証
券㈱の業務執行者でありましたが、退任後は業務執行には携わっていないこと、同社と当社との取引額は同社の連結
営業収益及び当社の連結売上高のいずれも１%未満と僅少であることから、独立性に影響はないものと判断しており
ます。
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第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
現任の監査等委員である取締役６名のうち、安斎保則氏、矢吹公敏氏及び中村雅一氏の３名は、本総会の終

結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするもので
あります。
なお、本議案に関しましては、あらかじめ監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 当社における地位及び担当 取締役会

出席状況
監査等委員会
出席状況

１ 新 任 實
じつ

野
の

容
ひろ

道
みち

顧問 ― ―

２ 新 任 松
まつ

石
いし

秀
ひで

隆
たか 社外取締役

独立役員
― ― ―

３ 新 任 早
わ

稲
せ

田
だ

祐
ゆ

美
み

子
こ 社外取締役

独立役員
― ― ―

（注）当社は、實野容道氏、松石秀隆氏及び早稲田祐美子氏が取締役に就任した場合は、会社法第430条の２第１項に規定する同項第
１号の費用及び同項第２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償することを内容とする補償契約を締結する予定であ
ります。なお、当該契約の概要等は事業報告「4-6 補償契約に関する事項」をご参照ください。

（注）当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該
責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が填補されます。各取締役候補者が取締役に就任した場合
は、当該契約の被保険者となります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。なお、当該契約の概要等は事
業報告「4-7 役員等賠償責任保険契約に関する事項」をご参照ください。
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候補者
番 号

1
實
じつ
野
の
容
ひろ
道
みち

（1963年２月22日生）

新 任 取締役会出席率

ー

監査等委員会
出席率
ー

所有する
当社株式の数

０株

当社との
特別の利害関係

あり

取締役在任年数
(本株主総会終結時)

ー

■ 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1986年４月 住友商事㈱入社
2017年４月 同社理事

法務部長
2019年４月 同社理事

コーポレート部門
人材・総務・法務担当役員補佐
（総務・法務担当）

2023年３月 同社嘱託（現職）
2023年４月 同社デジタル事業本部参事（現職）

当社顧問兼任（現職）
2023年６月 住友商事㈱嘱託退任予定

■ 選任理由
實野容道氏は、住友商事㈱において法務部門での豊富な経験と幅広い見識を有しております。同氏がこれまでの経歴で培
った経験及び見識から、当社の業務執行の監督機能の維持・向上への貢献及び経営全般における助言を期待し、監査等委
員である取締役候補者とするものであります。
■ その他
１．實野容道氏は、住友商事㈱の業務執行者であり、当社は、同社との間で主としてソフトウェア開発、情報処理サービ

ス、ハードウェア及びソフトウェア等の販売に関する取引関係があります。
２．当社は、本議案が承認された場合、實野容道氏との間で責任限度額を会社法第425条第１項に定める最低責任限度額

とする責任限定契約を締結する予定であります。
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候補者
番 号

2

松
まつ
石
いし
秀
ひで
隆
たか

（1957年２月22日生）

新 任
社外取締役
独立役員

取締役会出席率

ー

監査等委員会
出席率
ー

所有する
当社株式の数
1,000株

当社との
特別の利害関係

なし

取締役在任年数
(本株主総会終結時)

ー

■ 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1981年４月 ㈱リコー入社
2003年１月 西東京リコー㈱代表取締役社長
2005年４月 リコー東北㈱代表取締役 社長執行役員
2009年７月 リコーITソリューションズ㈱代表取締役社長

（2010年３月退任）
2010年７月 リコージャパン㈱専務執行役員
2013年４月 リコーリース㈱専務執行役員
2013年６月 同社取締役 専務執行役員
2014年４月 ㈱リコーグループ執行役員（常務執行役員）

リコーリース㈱代表取締役 社長執行役員
（2016年６月退任）

2016年６月 ㈱リコー常務執行役員 日本販売事業本部長
リコージャパン㈱代表取締役社長執行役員ＣＥＯ
（2018年３月退任）

2018年４月 ㈱リコー専務執行役員 ＣＦＯ 経営企画本部長
2018年６月 同社取締役 専務執行役員 ＣＦＯ 経営企画本部長
2021年４月 同社取締役 コーポレート専務執行役員

（2022年６月退任）
ＣＦＯ 経営企画部部長
（2022年３月退任）

2022年８月 日本国土開発㈱社外取締役（現職）

■ 選任理由及び期待される役割の概要
松石秀隆氏は、長年にわたり大手電気機器企業にて要職を歴任し、豊富な経営経験とマーケティングに関する幅広い見識
を有しております。同氏がこれまでの経歴で培った経験及び見識から、当社の業務執行の監督機能の維持・向上への貢献
及び経営全般における助言を期待し、監査等委員である社外取締役候補者とするものであります。
■ その他 社外取締役候補者に関する事項 等
１．当社は、本議案が承認された場合、松石秀隆氏を、東京証券取引所が確保を義務付ける一般株主と利益相反が生ずる

おそれのない独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定であります。
２．当社は、本議案が承認された場合、松石秀隆氏との間で責任限度額を会社法第425条第１項に定める最低責任限度額

とする責任限定契約を締結する予定であります。
３．松石秀隆氏は、2010年３月までリコーITソリューションズ㈱の業務執行者であり、2016年６月までリコーリース㈱

の業務執行者でありましたが、退任してからすでに５年以上経過しており、退任後は業務執行には携わっていないこ
と、両社と当社との取引額は、両社の連結営業収益及び当社の連結売上高いずれも１％未満と僅少であることから、
独立性に影響はないものと判断しております。また、同氏は2018年３月までリコージャパン㈱の業務執行者であり、
2022年６月まで㈱リコーの業務執行者でありましたが、退任後は業務執行には携わっていないこと、両社と当社との
取引額は、両社の連結営業収益及び当社の連結売上高いずれも１％未満と僅少であることから、独立性に影響はない
ものと判断しております。
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候補者
番 号

3
早稲
わ せ だ
田 祐美子

ゆ み こ

（1960年１月29日生）

新 任
社外取締役
独立役員

取締役会出席率

ー

監査等委員会
出席率
ー

所有する
当社株式の数

０株

当社との
特別の利害関係

なし

取締役在任年数
(本株主総会終結時)

ー

■ 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1985年４月 松田政行法律特許事務所

（現・森・濱田松本法律事務所）入所
2005年４月 日本弁護士連合会常務理事
2013年４月 東京六本木法律特許事務所入所
2014年１月 同所パートナー（現職）
2014年３月 花王㈱社外監査役

2015年３月 アサヒグループホールディング
ス㈱社外監査役

2016年４月 第二東京弁護士会会長
2017年５月 日本弁護士政治連盟副理事長（現職）
2020年８月 公益財団法人日弁連法務研究財団専務理事（現職）
2021年６月 ㈱ＩＨＩ社外監査役（現職）
2023年３月 中外製薬㈱社外監査役（現職）

■ 選任理由及び期待される役割の概要
早稲田祐美子氏は、弁護士としての専門的な知識・経験と環境・社会・人権に関する幅広い見識を有しております。同氏
がこれまでの経歴で培った経験及び見識から、当社の業務執行の監督機能の維持・向上への貢献及び経営全般における助
言を期待し、監査等委員である社外取締役候補者とするものであります。
■ その他 社外取締役候補者に関する事項 等
１．当社は、本議案が承認された場合、早稲田祐美子氏を、東京証券取引所が確保を義務付ける一般株主と利益相反が生

ずるおそれのない独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定であります。
２．当社は、本議案が承認された場合、早稲田祐美子氏との間で責任限度額を会社法第425条第１項に定める最低責任限

度額とする責任限定契約を締結する予定であります。
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監査等委員である取締役以外の取締役の選任等及び報酬等についての監査等委員会の意見
監査等委員会は、監査等委員である取締役以外の取締役の選任等について、担当役員より取締役の選任案及

びその考え方に関する報告を受け、検討した結果、取締役会の構成、各候補者の専門知識、経験や業績等を踏
まえ、本議案で提案されている取締役候補者について妥当であると判断しております。
また、監査等委員である取締役以外の取締役の報酬等について、担当役員より報酬体系及び報酬額に関する

報告を受け、検討した結果、報酬等の算出の公平性及び当社の業績が考慮された水準であり、かつ役割と職責
に応じた水準であることから、当該報酬等は妥当であると判断しております。
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ご参考 1 取締役会全体として備えるべきスキル

当社グループの成長戦略を推進していくために取締役会の全体として備えるべき重要な知識や経験、能力等を次
のとおりスキルとして一覧化し、保有するスキルのバランスと多様性に配慮しながら取締役会メンバーの構成・
規模を決定しております。

スキル 略称 選定理由

企業経営経験 企業経営

多岐にわたるビジネスにおける機会とリスクを評価し、適切な
投資を通じて持続的成長を担保するため。成長戦略としてのサ
ステナビリティ経営を推進する上で、様々な社会課題の解決を
収益機会として捉え、その解決に積極的に取り組むにあたり、
経営資源への投資を含めた最適な経営判断を行うため。

財務・会計に関する
専門性・経験 財務・会計 事業の成長性と収益性を評価し、高い資本効率を実現するた

め。適時適切な開示と透明性の高いガバナンスを実践するため。

テクノロジ全般に関する
専門性・先見性・経験 テクノロジ テクノロジを利用して企業・社会の課題を解決するため、幅広

い分野の先端技術の導入に向けた適切な経営判断を行うため。

組織及び
人材マネジメントに
関する専門性・経験

組織・人材
多様なスキル・経験をもつプロフェッショナルが、価値観を共
有し、多様性と専門性を活かしながら、活躍・成長し続けられ
る機会と組織づくりを実現するため。

市場、経済環境・動向に
関する専門性・経験 マーケティング 社会、経済環境の変化から生ずる課題を見極め、そのソリュー

ションの開発、提供を適切に行うため。

環境・社会・人権に
関する専門性・経験 環境・社会・人権

地球温暖化や人権問題、地域間格差等社会課題を的確に認識
し、当社が貢献できる分野を見極めるとともに、健全なバリュ
ーチェーンの確立等企業としての社会的責任を果たすため。

法務・リスク管理に
関する専門性・経験 法務・リスク管理

コンプライアンスを遵守し、経営に対する実効性の高い監督を
行うとともに、リスク管理等に関する適切な管理体制を構築・
実践するため。

グローバルビジネスに
関する専門性・経験 グローバル グローバルベースのデジタル化の動きを当社の成長機会として

取り入れるため。
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ご参考 2 各取締役が有するスキル（スキル・マトリックス）

本総会第２号議案及び第３号議案が原案どおり、承認可決された場合の取締役会の構成は、次のとおりとなりま
す。

氏名 当社における地位 企業
経営

財務・
会計

テク
ノロジ

組織・
人材

マーケ
ティング

環境・
社会・
人権

法務・
リスク
管理

グロー
バル

山埜 英樹 代表取締役 執行役員 会長 ● ● ● ● ●

當麻 隆昭 代表取締役 執行役員 社長 ● ● ● ●

福永 哲弥 取締役 執行役員 副社長 ● ● ●

尾﨑 務 取締役 執行役員 専務 ● ●

中島 正樹 取締役 ● ●

久保 哲也 取締役（社外取締役） ● ● ●

實野 容道 取締役（監査等委員） ●

白石 和子 取締役
（監査等委員 社外取締役） ● ●

三木 泰雄 取締役
（監査等委員 社外取締役） ● ●

平田 貞代 取締役
（監査等委員 社外取締役） ● ●

松石 秀隆 取締役
（監査等委員 社外取締役） ● ● ● ●

早稲田 祐美子 取締役
（監査等委員 社外取締役） ● ●

以 上
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1. 企業集団の現況に関する事項
1-1 事業の経過及びその成果
(1) 経営成績及びセグメントの状況
当期におけるわが国経済は、海外でのインフレ抑止としての急速な利上げの影響による大幅な円安やウクライ

ナ情勢等を受けた資源価格の上昇、また、米国銀行の経営破綻をきっかけとした金融システムへの不安等があり
ましたが、ウィズコロナの下で、国内での経済活動が活発化し、緩やかながらも景気は持ち直しの動きが続きま
した。

日本経済の先行きにつきましては、経済・社会活動の正常化が進む中で、金融政策・財政政策・成長戦略の一
体的な推進を通じた本格的な経済回復軌道への復帰が期待されます。一方、世界的な金融引き締めが続く中での
海外景気の下振れが日本経済を下押しするリスクが存在しております。また、ウクライナ情勢の長期化に伴う原
材料価格の上昇や供給面への制約に加えて、金融資本市場の変動による影響には十分に注意する必要がありま
す。

このような経済環境の下、ITサービス市場におきましては、幅広い業種にわたり事業の拡大や競争力強化を目
的としたIT投資への意欲は強く、顧客企業におけるIT投資の拡大基調が続いております。世界的な物価上昇や一
部供給面での制約を受けて、企業の業況判断には慎重な見方が出る中でも、社会のデジタル化に対応するための
既存システムのクラウド対応需要等、IT投資需要の持続的な成長が期待されます。

当社グループにおける顧客企業の動向につきましては、製造業企業においては、事業基盤強化のための戦略的
投資や基幹システムの再構築等、IT投資需要は増加基調を続けております。金融業企業においては、資金洗浄・
不正取引の検知・防止を目的とした投資需要が堅調に推移し、流通業企業においては、基幹システム構築や事業
基盤強化のためのIT投資需要が増加いたしました。

また、顧客企業の業務効率と生産性向上への強い意欲等を背景に、各種クラウド型ITサービスへの需要や、ソ
フトウェアのエンドオブサービスに対応する基幹システム再構築等の投資需要は継続しており、こうした動きの
なかで、DXを想定したシステムの再構築や戦略的IT投資需要は、今後も継続するものと考えております。

当期の業績につきましては、売上高は、拡大を続けるIT投資需要を背景としたシステム開発の増加や堅調な保
守運用・サービス、また、ネットワーク・セキュリティ機器等の販売増加によって、システム開発、保守運用・
サービス、システム販売の全ての売上区分において増収し、前期比7.7％増の445,912百万円となりました。
営業利益は、当初より想定していたデータセンターや自社ERPパッケージProActive C4の償却費、各種事業

投資関連費用の増加に加えて、企業ブランド価値向上に向けたCM放送に係る費用増、不採算案件の発生による
影響がありましたが、増収に伴う増益とシステム開発を中心とした利益率の向上等により、前期比8.0％増の
51,361百万円となりました。
親会社の所有者に帰属する当期利益につきましては、投資有価証券の評価益を計上したことで、前期比11.4％

増の37,301百万円となりました。
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第55期
（2023年3月期）

第55期
（2023年3月期）

第55期
（2023年3月期）

売上高 営業利益 親会社の所有者に帰属する当期利益

第54期 第54期 第54期

414,150
47,555

33,470

2023年３月期連結業績（単位：百万円）

セグメント別業績
2022年３月期
（第54期）

2023年３月期
（第55期） 前期比

売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益

産業IT 132,203 16,637 149,398 19,522 17,194 2,884

金融IT 56,526 7,107 59,385 6,794 2,858 △312

ITソリューション 63,327 5,972 68,724 7,314 5,397 1,342

ITプラットフォーム 83,969 12,003 88,456 12,833 4,486 829

ITマネジメント 55,473 6,469 56,709 6,308 1,236 △161

その他 22,826 1,599 23,223 1,618 396 18

調整額 △177 △2,235 14 △3,029 192 △794

合 計 414,150 47,555 445,912 51,361 31,761 3,806
（注）1. 当期に社内組織の一部を見直したことに伴い、前期のセグメント別業績についても、変更後の区分方法により作成したセグメントの売

上高及び利益の金額を表示しております。
2. セグメント別売上高については、外部顧客への売上高を表示しております。
3. 営業利益の調整額は、各セグメントに配分していない全社費用等であります。
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産業IT ････････････････････････････････････････････････････････ 売上高149,398百万円／構成比33.5％

149,398 19,522

第55期
（2023年3月期）

第55期
（2023年3月期）

第54期 第54期

132,203 16,637

営業利益売上高

金融IT ･･････････････････････････････････････････････････････････売上高59,385百万円／構成比13.3％

6,79459,385

第55期
（2023年3月期）

第55期
（2023年3月期）

第54期 第54期

7,10756,526
営業利益売上高

ITソリューション ･･･････････････････････････････････････････売上高68,724百万円／構成比15.4％

68,724 7,314

第55期
（2023年3月期）

第55期
（2023年3月期）

第54期 第54期

63,327 5,972

営業利益売上高

セグメント別業績の概要

自動車・電機をはじめとする各種製造業の戦略領域における投
資需要の拡大、流通業向け基幹システム再構築案件等の開発案件
増加、検証サービスの拡大等により、売上高は前期比13.0％増
の149,398百万円、営業利益につきましては、前期比17.3％増
の19,522百万円となりました。

信販・リース業向けの不正検知関連システム開発や、
DevOps案件の拡大に加え、生損保業向けの大型ライセンス販売
等により、売上高は前期比5.1％増の59,385百万円となりまし
た。営業利益につきましては、当期に複数発生した銀行業向け不
採算案件の影響により、前期比4.4％減の6,794百万円となりま
した。

製造業向けを中心とする基幹システム構築案件やBPOビジネ
スが堅調に推移し、売上高は前期比8.5％増の68,724百万円、
営業利益につきましては、前期比22.5％増の7,314百万円とな
りました。
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ITプラットフォーム･････････････････････････････････････････売上高88,456百万円／構成比19.8％

88,456 12,833

第55期
（2023年3月期）

第55期
（2023年3月期）

第54期 第54期

83,969 12,003

営業利益売上高

ITマネジメント ･･････････････････････････････････････････････売上高56,709百万円／構成比12.7％

56,709 6,308

第55期
（2023年3月期）

第55期
（2023年3月期）

第54期 第54期

55,473 6,469

営業利益売上高

その他･･･････････････････････････････････････････････････････････ 売上高23,223百万円／構成比5.2％

23,223
1,618

第55期
（2023年3月期）

第55期
（2023年3月期）

第54期 第54期

22,826
1,599

営業利益売上高

主に通信業の特定顧客向け機器販売や流通卸向けのネットワ
ーク・セキュリティ製品販売が堅調に推移したことにより、売
上高は前期比5.3％増の88,456百万円、営業利益につきまし
ては、前期比6.9％増の12,833百万円となりました。

データセンタービジネスの拡大により、売上高は前期比2.2％
増の56,709百万円となりました。営業利益につきましては、新
設したデータセンターの償却費・運用コストの増加、電気料金高
騰の影響により、前期比2.5％減の6,308百万円となりました。

売上高は前期比1.7％増の23,223百万円、営業利益につきま
しては、前期比1.2％増の1,618百万円となりました。
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また、サービス特性別の「システム開発」「保守運用・サービス」「システム販売」の各売上区分別売上高は次
のとおりであります。

売上区分別
売上高

2022年３月期
（第54期）

2023年３月期
（第55期） 前期比

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 増減率（％）

システム開発 167,967 40.6 180,433 40.5 12,465 7.4

保守運用・サービス 162,407 39.2 175,638 39.4 13,230 8.1

システム販売 83,776 20.2 89,841 20.1 6,064 7.2

合 計 414,150 100.0 445,912 100.0 31,761 7.7

システム開発は、製造業や流通業を中心とした引き続き強いIT投資需要を背景に、基幹システム構築や事業基
盤強化のためのIT投資需要等が貢献し、売上高は前期比7.4％増の180,433百万円となりました。
保守運用・サービスは、コンタクトセンターの需要増加によるBPOビジネスが堅調に推移したこと、また、デ

ータセンタービジネスや検証サービスが拡大したことにより、売上高は前期比8.1％増の175,638百万円となり
ました。
システム販売は、ネットワーク・セキュリティ製品の販売が増加したことにより、売上高は前期比7.2％増の

89,841百万円となりました。

1-2 資金調達等についての状況

（1）資金調達の状況
当期において、総額70億円の銀行借入の借換えを実施いたしました。

（2）設備投資等の状況
当期において実施した当社グループの設備投資の総額は26,208百万円であります。
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1-3 財産及び損益の状況

（1）企業集団の財産及び損益の状況
（IFRS）

区 分 2020年３月期
（第52期）

2021年３月期
（第53期）

2022年３月期
（第54期）

2023年３月期
（第55期）

売上高 （百万円） 385,295 396,853 414,150 445,912

営業利益 （百万円） 40,048 45,878 47,555 51,361

税引前当期利益 （百万円） 40,578 46,557 48,315 53,336

親会社の所有者に帰属する当期利益 （百万円） 28,765 33,435 33,470 37,301

基本的１株当たり当期利益 （円） 92.13 107.09 107.20 119.44

資産合計 （百万円） 362,241 380,399 407,609 435,469

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 200,047 226,874 246,921 271,909

１株当たり親会社の所有者に帰属する持分 （円） 640.85 726.77 790.86 870.56
(注）1. 第53期より、国際財務報告基準（IFRS）を適用しております。第52期についてもIFRS組替後の金額を表示しております。

2. 2021年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を３株に分割しております。１株当たりの情報の各金額につきまして
は、第52期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

（日本基準）

区 分 2020年３月期
（第52期）

2021年３月期
（第53期）

売上高 （百万円） 387,003 396,381

経常利益 （百万円） 43,014 43,741

親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 31,201 30,812

１株当たり当期純利益 （円） 100.17 98.92

総資産 （百万円） 342,485 346,444

純資産 （百万円） 208,072 232,359

１株当たり純資産 （円） 666.72 744.38
(注）1. １株当たり当期純利益は期中平均株式数により、また、１株当たり純資産は期末発行済株式数（自己株式を除く）により計

算しております。
2. 2021年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を３株に分割しております。１株当たりの情報の各金額につきまして

は、第52期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。
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445,912

51,361

37,301

435,469
271,909

53,336
119.44

870.56

（百万円） （百万円）

180,000・

90,000・

270,000・

360,000・

450,000・

・16,000

・48,000

・32,000

・64,000

・80,000

第52期 第53期 第55期
（2023年3月期）

0・

（百万円）

10,000・

20,000・

30,000・

40,000・

0・・0

（円）

・50

・150

・100

・200

・0第54期

○ 売上高／営業利益／税引前当期利益 ○ 親会社の所有者に帰属する当期利益／
　 基本的１株当たり当期利益

■ 売上高　□ 営業利益 ○ 税引前当期利益 ■ 親会社の所有者に帰属する当期利益　○ 基本的１株当たり当期利益

385,295

40,578

40,048

396,853

46,557

45,878

第52期 第53期 第55期
（2023年3月期）

第54期

28,765

92.13

33,435

107.09

（百万円）

90,000・

180,000・

270,000・

360,000・

450,000・

第52期 第53期 第55期
（2023年3月期）

0・

（百万円）

100,000・

50,000・

150,000・

300,000・

250,000・

200,000・

0・

（円）

・600

・400

・200

・800

・1,200

・1,000

・0第54期

○ 資産合計 ○ 親会社の所有者に帰属する持分／
　 １株当たり親会社の所有者に帰属する持分

■ 資産合計　 ■ 親会社の所有者に帰属する持分 ○ １株当たり親会社の所有者に帰属する持分

362,241
380,399

第52期 第53期 第55期
（2023年3月期）

第54期

200,047

640.85

226,874

726.77

414,150

48,315

47,555

33,470

107.20

407,609
246,921

790.86
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355,610 29,953

382,354
249,703

44,53044,530

95.9295.92

799.51799.51

（百万円） （百万円） （百万円） （円） （百万円） （百万円） （円）

14,000・

7,000・

21,000・

28,000・

35,000・

160,000・

80,000・

240,000・

320,000・

400,000・

・40

・120

・80

・160

・200

・14,000

・42,000

・28,000

・56,000

・70,000

100,000・

200,000・

300,000・

400,000・

50,000・

100,000・

150,000・

250,000・

200,000・

・250

・500

・750

・1,000

第52期 第53期 第55期
（2023年3月期）

0・ ・0
第52期 第53期 第55期

（2023年3月期）

・00・
第52期 第53期 第55期

（2023年3月期）

0・
第52期 第53期 第55期

（2023年3月期）

0・ ・0
第54期 第54期 第54期 第54期

○ 売上高／経常利益

■ 売上高　○経常利益 ■ 当期純利益　○1株当たり当期純利益

○ 当期純利益／
　 1株当たり当期純利益

■ 総資産

○ 総資産

■ 純資産　○1株当たり純資産

○ 純資産／
　 1株当たり純資産

304,637
25,025

346,486
201,581

34,85934,859

80.1780.17

645.67645.67

316,888

31,641 351,734 220,336

36,39636,396
101.36101.36

705.75705.75

373,358

332,153

41,38841,388

29,195

93.5393.53

234,636

751.57751.57

（2）当社の財産及び損益の状況

区 分 2020年３月期
（第52期）

2021年３月期
（第53期）

2022年３月期
（第54期）

2023年３月期
（第55期）

売上高 （百万円） 304,637 316,888 332,153 355,610

経常利益 （百万円） 34,859 36,396 41,388 44,530

当期純利益 （百万円） 25,025 31,641 29,195 29,953

１株当たり当期純利益 （円） 80.17 101.36 93.53 95.92

総資産 （百万円） 346,486 351,734 373,358 382,354

純資産 （百万円） 201,581 220,336 234,636 249,703
１株当たり純資産 （円） 645.67 705.75 751.57 799.51
(注）1. １株当たり当期純利益は期中平均株式数により、また、１株当たり純資産は期末発行済株式数（自己株式を除く）により計

算しております。
2. 2021年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を３株に分割しております。１株当たりの情報の各金額につきまして

は、第52期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。
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1-4 対処すべき課題

(1) 当社を取り巻く事業環境と対処すべき課題
社会のIT化・デジタル化による変化が、ビジネスやライフスタイルにも影響を及ぼし、そのスピードは新型

コロナウイルスの感染拡大により一層加速しております。日常のあらゆるデータがデジタル技術で利活用さ
れ、様々な企業が生き残るために異業種と連携し、企業は産業構造の変化に合わせたビジネスモデルの変革を
求められております。

国内のITサービス市場は、さらなるクラウド化の進行、デジタル化やDXの加速等により、企業のIT戦略、IT
投資に質的変化が生じ、ビジネスとITとの関係が一層密接になっております。
一方、ITサービスに求められる人材像は「課題解決型」から「価値創造型」へと変化し、顧客企業も含めた

IT人材の獲得競争が激化すると考えております。顧客企業においてもDXの加速に伴い、業界を越えた共通サー
ビス、融合サービスの提供が拡大していくなかで、顧客企業自身が内製化へシフトする傾向が予測されます。

このような大きな変化や不確実性を伴う環境のなか、企業が持続的な成長を果たしていくためには、より長
期的な視点から社会の本質的な変化を捉え、企業を取り巻く様々な社会課題に対し、事業を通じた解決と新た
な価値創出に取り組む必要があります。したがって、当社グループが掲げる「夢ある未来を、共に創る」の経
営理念に立ち返り、「サステナビリティ経営」を実践していく上で、優先的に取り組む領域を決めて共有する
ために「マテリアリティ（重要課題）」を策定し、当該方向性を踏まえた2030年の目指す姿としてのグランド
デザイン、実現のステップとしての中期経営計画を2020年４月に発表いたしました。

2020年度から2022年度までの３年間の中期経営計画では、基本戦略である事業革新、DX事業化、人財投
資により事業拡大を目指してまいりました。
事業革新におけるものづくり革新では「S-Cred＋プラットフォーム」を核に、高水準の品質・生産性・柔軟

性を備える多様なITサービスを提供してまいりました。分室革新では、それぞれの分室に応じた革新的な取り
組みのプランを作成し、「価値共創型」分室への転換を推進してまいりました。
DX事業化では４つの重点領域において社会への新たな価値、新たな事業の創出に尽力してまいりました。
モビリティ領域では保険会社やフリート事業者、リース事業者等に対するモビリティトランスフォーメーシ

ョンのサービス化を推進してまいりました。金融サービスプラットフォーム領域では日本版TAMPや職域向け
金融仲介プラットフォーム「エフクリ」といったプラットフォーム型事業を創出いたしました。
ヘルスケア領域では医療従事者向けコミュニケーションプラットフォーム「Dr2GO」の投資開発を完了し

病院への展開を進めております。CX領域では、顧客接点の高度化に特化したサービス「altcircle」を提供する
ほか、データプラットフォームの運用を開始しております。
人財投資では人材の高度化・多様化・拡充の観点から様々な施策を実施し、事業の成長と変革に資する人材

の確保と育成に取り組んでまいりました。
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(2) 経営計画全体像
当社グループは経営理念「夢ある未来を、共に創る」を掲げております。経営理念を実践するにあたり、社

会が抱えるさまざまな課題を事業視点で評価し、社会と共に成長するために、特に重要ととらえ、優先的に取
り組む課題を「マテリアリティ」として2020年に策定いたしました。併せて、経営理念とマテリアリティを
当社グループの存在意義としたうえで、中長期の目指す姿として「グランドデザイン2030」を策定いたしま
した。お客様やパートナーと共に社会課題の解決に貢献するビジネスを創り出すことによって、「2030年 共
創ITカンパニー」の実現を目指すというものです。「2030年 共創ITカンパニー」の実現に向けた実行計画が
「中期経営計画」であり、2023年度からはじまる中期経営計画(FY2023-FY2025）は、「グランドデザイン
2030」の第二期として位置付けております。

また、当社グループは従来から、社会課題の解決に貢献するビジネスを創出し、社会と共に持続的な成長を
果たすため、企業の社会的な影響力と責任を踏まえ、「サステナビリティ経営」に取り組んでまいりました。

脱炭素や循環型社会の実現に向けた事業環境の変化をチャンスと捉え、我々のコアコンピタンスを活用した
新たな事業機会を獲得し、社会と共に持続的に成長することを目指す「成長戦略としてのサステナビリティ経
営」を経営のスタンスとして、今後も強化してまいります。
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＜グランドデザイン2030＞
当社グループが目指す「2030年 共創ITカンパニー」は、人的資本力の向上をもって、お客様やパートナー、

社会との共創を推進し、各種課題に対し、価値提供し続ける企業グループです。
「2030年 共創ITカンパニー」を実現するために、本質的な企業力として、「経済価値」と「社会価値」、「人

的資本価値」等の非財務要素を包含した企業価値である “総合的企業価値” の飛躍的向上を実現いたします。

＜「2030年 共創ITカンパニー」に向けた経営方針＞
①コア事業の高度化・拡大
・人材力・技術力を高度化し、お客様のパートナーとしてデジタル化・事業変革に貢献
・収益力を高度化し、持続的成長に向けた将来への投資余力・成長余力を創出

②お客様のビジネス成長への貢献
お客様との取引・共創により得た知財・知見を活かし、マーケット全体の課題解決に貢献

③社会への新たな価値創出
コア事業の知見を起点に、社会課題解決をリードする「次世代デジタル事業」の創出に挑戦
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＜当社グループ中期経営計画（FY2023-FY2025)＞
本中期経営計画は、「2030年 共創 ITカンパニー」に向けた第二期として位置付け、第一期

(FY2020-FY2022)の基本戦略の施策を収益化・業績貢献に繋げるべく、以下の方針にて推進いたします。

●中期経営計画(FY2023-FY2025)方針
“総合的企業価値” の飛躍的な向上に向け、
• お客様や社会に対して、新たな価値を提供し続けるため、事業分野、事業モデルを再構築する
• 社員の成長が会社の成長ドライバーと認識し、社員一人ひとりの市場価値を常に最大化する

３つの基本戦略と経営基盤強化策を推進いたします。
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●基本戦略１：事業シフトを断行～３つのシフト～
• 事業環境の変化に対応し持続的な成長に向け、事業分野・事業モデルを再構築いたします。
• 収益率の向上とともに、持続的成長への投資余力・成長余力を創出いたします。

① 成長力ある事業領域へのシフト
② 高付加価値分野へのシフト
③ 高生産性モデルへのシフト

●基本戦略２：成長市場において、市場をリードする事業を推進
• クラウド・デジタル活用にて成長を期する市場・技術領域において、当社グループの保有する強みをもと
に、市場成長への貢献と共に、当社グループの高成長を実現いたします。

• 現有リソースにとらわれないリソース集中、先進技術を組織的に活用、継続的に対象事業を見出します。

2023年05月30日 17時17分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



34

●基本戦略３：社会との共創による「次世代デジタル事業」を創出
• コア事業の知見を活かし、従来とは非連続な「次世代デジタル事業」、社会へ新たな価値創出をリードいた
します。

• 当社グループ「マテリアリティ」を起点とした領域における継続的な事業の開拓・挑戦を行います。

●経営基盤強化
「技術ドリブン推進」
先進技術獲得による新たな価値創出・事業開拓、社会実装に向けた高度先進技術者の拡充を行うとともに、
長年蓄積された業務ノウハウ・著作物等の知財化、全ての顧客フロントでの顧客課題解決に向けた活用促進
による知財価値の向上、ファンド出資等を通じたベンチャー企業との協業等のオープンイノベーションの推
進を一層強化いたします。

「人材価値最大化」
本中期経営計画の方針である「社員の成長が会社の成長ドライバーと認識し、社員一人ひとりの市場価値を
常に最大化する」の実現のため、多様な人材が活躍できるよう、ダイバーシティ＆インクルージョンの実践、
Well-Being・健康経営の推進、事業戦略と人材ポートフォリオの最適化、処遇・報酬制度等による基盤整備
を行います。

「共感経営の推進」
会社・トップマネジメント・リーダーと社員の双方が “共感” することで、一人ひとり、あるいは一企業で
は成し得ない、大きく・新たな価値を生む原動力となることを踏まえ、共感経営を推進してまいります。
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●投資領域
持続的な成長に向け、３年間総額1,000億円レベルの積極的な投資姿勢を継続してまいります。

●経営指標
・財務目標

2023年３月期 2026年３月期

営業利益 513億円 650億円

営業利益率 11.5% 12.5%以上

ROE 14.4% 14.0%

・株主還元
2023年３月期 2026年３月期

配当性向 43.5% 50.0%
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1-5 主要な事業内容（2023年３月末日現在）
「産業IT」、「金融IT」、「ITソリューション」、「ITプラットフォーム」、「ITマネジメント」、「その他」の報告セ

グメントに係る事業の連携により、ITコンサルティング、システム開発、検証サービス、ITインフラ構築、ITマ
ネジメント、ITハード・ソフト販売、BPO等のサービス提供を行っております。

1-6 主要拠点等（2023年３月末日現在）

（1）当社の主要な営業所
① 豊洲本社 東京都江東区

② 支社／支店 東京都港区、東京都多摩市、大阪府大阪市、大阪府豊中市、愛知県名古屋市、広島県広島市、福岡県福岡市、沖縄県浦添市

③ データセンター 東京都千代田区、東京都文京区、東京都江東区、東京都江戸川区、千葉県印西市、大阪府豊中市、兵庫県三田市

（2）重要な子会社等の主な営業所
「1-7 重要な親会社及び子会社の状況」の「(4) 重要な子会社の状況」に記載の所在地のとおりであります。

（3）従業員の状況
①企業集団の従業員

従業員数 対前期末増減
15,328名 390名増

セグメント区分 従業員数
産業IT 5,067名
金融IT 1,659名
ITソリューション 3,196名
ITプラットフォーム 794名
ITマネジメント 1,854名
その他 2,758名

合 計 15,328名
（注）その他は管理部門等の従業員数であります。

②当社の従業員
従業員数 対前期末増減 平均年齢 平均勤続年数

8,470名 ８名増 43歳８カ月 18年５カ月
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1-7 重要な親会社及び子会社の状況（2023年３月末日現在）

（1）親会社の状況
当社の親会社は住友商事㈱であり、当期末において同社は当社の株式を158,091千株（出資比率50.56

％）保有しております。当社は親会社へ主としてソフトウェア開発、情報処理サービス、ハードウェア及び
ソフトウェア等の販売を行っております。

(2）親会社との間の取引に関する事項
① 当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項

ITソリューションの提供については、市場価格、原価率を勘案して当社見積り価格を提示し、一案件
ごとに価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。

② 当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由
当社は、社内規則に基づき、親会社との間の重要な取引については、独立社外取締役及び独立した社

外の有識者にて構成されるガバナンス委員会 利益相反取引管理等諮問部会に事前に諮問し、答申を得
た上で、社外取締役６名が出席する取締役会において取引の可否を判断しており、その過程において、
当該取引が当社の利益を害するものではないと判断しております。なお、当社はガバナンス委員会 利
益相反取引管理等諮問部会に対して、当該取引に関する情報を定期的に報告し、当該委員会は、当社の
利益を損なう事態が生じていないかどうかについてモニタリングをしております。

③ 取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の当該意見
該当事項はありません。

(3）親会社と締結している重要な財務及び事業の方針に関する契約等
親会社と締結している重要な財務及び事業の方針に関する契約等の内容の概要は以下のとおりでありま

す。
当社の親会社である住友商事㈱においては、グループ会社の「自律」的な経営を尊重し、株主として積極

的な「対話」を通じて構築した信頼関係に基づきグループ各社の取締役会等における重要な意思決定に関与
するとともに、住友商事㈱を含むグループ各社の強固な「連携」により新たな価値を創造することをグルー
プ経営の方針としております。これに加えて、当社においては、親会社と当社の一般株主との間に利益相反
のリスクがあることを踏まえ、独立した意思決定を担保するために、当社の経営陣及び親会社からの独立性
を有した社外取締役を有効に活用した実効的なガバナンス体制を構築し、運用しております。
一方で、当社による独立した意思決定が担保されることを前提としながら、親会社におけるグループ全体

の内部統制の構築・運用に基づくリスク管理の必要性や当社の企業価値の維持・向上の観点から、当社にお
ける一定規模の重要な業務執行やコンプライアンス事案等、当社の企業価値に重大な影響を与えうる事案に
対しては、親会社に対して事前の相談や報告を実施しております。
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（4）重要な子会社の状況

会社名 所在地 資本金 出資比率 (％) 主要な事業内容
ＳＣＳＫサービスウェア㈱ 東京都江東区 100百万円 100.00 コンタクトセンターサービス及びBPOサービス

㈱ベリサーブ 東京都千代田区 792百万円 100.00 製品検証サービス及びセキュリティ
検証サービス等

ＳＣＳＫ Ｍｉｎｏｒｉソリューションズ㈱ 東京都江東区 480百万円 100.00 ソフトウェア開発及びシステム運
用・機器販売等

ＳＣＳＫ九州㈱ 福岡県福岡市 200百万円 100.00 ソフトウェア開発及び情報処理

ＳＣＳＫ北海道㈱ 北海道札幌市 100百万円 100.00 ソフトウェア開発及び情報処理

ＳＣＳＫプレッシェンド㈱ 東京都江東区 100百万円 100.00 ECフルフィルメントサービス

SCSK USA Inc. 米国 ニューヨーク US$11,850千 100.00 ソフトウェア開発及び情報処理

SCSK Europe Ltd. 英国 ロンドン Stg￡1,400千 100.00 ソフトウェア開発及び情報処理

思誠思凱信息系統（上海）有限公司 中国 上海 US$500千 100.00 ソフトウェア開発及び情報処理

SCSK Asia Pacific Pte. Ltd. シンガポール 200百万円 100.00 ソフトウェア開発及び情報処理

PT SCSK Global Indonesia インドネシア ジャカルタ Rp60,000,000千 100.00 ソフトウェア開発及び情報処理

SCSK Myanmar Ltd. ミャンマー ヤンゴン US$3,600千 100.00 ソフトウェア開発及び情報処理

㈱Ｓｋｅｅｄ 東京都目黒区 100百万円 100.00 自律分散ネットワーク技術をコアコンピタンス
としたソフトウェア及びソリューションの企画・開発・販売等

㈱アライドエンジニアリング 東京都江東区 242百万円 100.00 コンサルティング及びパッケージソ
フト開発・販売

ＳＣＳＫシステムマネジメント㈱ 東京都江東区 100百万円 100.00 システム運用サービス

ヴィーエー・リナックス・システムズ・ジャパン㈱ 東京都江東区 194百万円 100.00 ソフトウェア開発（オープンソース
ソフトウェアコンサルティング）

ＳＤＣ㈱ 東京都江東区 96百万円 50.10 ネットワーク構築・運用サービス

ＳＣＳＫ ＮＥＣデータセンターマネジメント㈱ 東京都江東区 100百万円 62.50 データセンターサービス、ネットワ
ークサービスの提供

ＳＣＳＫオートモーティブＨ&Ｓ㈱ 東京都江東区 100百万円 100.00 モビリティ関連ソフトウェア

㈱Ｇｒａｎ Ｍａｎｉｂｕｓ 東京都千代田区 90百万円 94.29 コンサルティングサービス及び先端技術
ソリューションサービス

ＳＣＳＫニアショアシステムズ㈱ 東京都江東区 100百万円 100.00 ソフトウェア開発及び保守

（注）１．当社の連結子会社は、上記の重要な子会社を含め、25社であります。
２．当社は、2022年４月１日付でＳＣＳＫ ＮＥＣデータセンターマネジメント㈱を設立し連結子会社としております。
３．当社は、2022年11月１日付でＳＣＳＫオートモーティブＨ＆Ｓ㈱を設立し連結子会社としております。
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1-8 主要な借入先及び借入額（2023年３月末日現在）

借入先 借入額（百万円）

日本電気㈱※ 5,250

三井住友信託銀行㈱ 4,500

㈱三井住友銀行 4,500

㈱みずほ銀行 2,500

合 計 16,750
※ 2022年４月１日付にて設立した当社と日本電気㈱による合弁会社であるＳＣＳＫ ＮＥＣデータセンターマネジメント㈱に対し、

両社から持分比率（62.5:37.5）に応じて融資を行いました。
ＳＣＳＫ ＮＥＣデータセンターマネジメント㈱は当社の連結子会社であるため、同社が日本電気㈱から借り入れた金額を含めて、
連結上の借入額として表示しております。

1-9 剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定め（会社法第459条第１項）があると
きの権限の行使に関する方針

配当につきましては、財務状況、収益動向、配当性向、また、将来の事業投資に備えての内部留保等を総合的
に勘案の上、連結ベースの業績拡大に応じて株主の皆様に利益還元を行ってまいりたい、と当社は考えておりま
す。
当社は、中間配当及び期末配当の年２回の剰余金の配当を行うこととしております。これらの剰余金の配当の

決定機関は、中間配当及び期末配当ともに取締役会であります。なお、当期の期末配当金につきましては、１株
当たり26円00銭とし、実施済みの中間配当金１株につき26円00銭と合わせまして、年間配当金は１株につき
52円00銭となります。また、2024年３月期の配当につきましては、１株当たり56円00銭を予定しておりま
す。
自己株式の取得につきましては、株主の皆様に対しての利益還元施策の一つと考えており、前述の配当決定に

係る検討事項に加え、株価の動向等を勘案しつつ、配当による利益還元とあわせ対応を検討していく考えであり
ます。
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2. 株式に関する事項

2-1 発行可能株式総数
600,000,000株

2-2 発行済株式の総数
312,665,639株（自己株式365,414株を含む）

2-3 当事業年度末の株主数
27,845名

2-4 上位10名の株主
株主名 持株数(株) 持株比率(%)

住友商事㈱ 158,091,477 50.62

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 27,412,700 8.78

㈱日本カストディ銀行（信託口） 19,878,700 6.37

SCSKグループ従業員持株会 7,015,925 2.25

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 3,568,005 1.14

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 3,134,876 1.00

㈱アルゴグラフィックス 3,046,500 0.98

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 3,016,696 0.97

㈱かんぽ生命保険 2,146,200 0.69

日本生命保険相互会社 1,768,500 0.57
（注）持株比率は、発行済株式の総数から自己株式（365,414株）を控除して計算しております。

2-5 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
区分 株式数

(株)
交付対象者数

(名)
取締役（社外取締役及び非常勤取締役並びに監査等委員である取締役を除く。） 30,534 ４

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、「4-2 当事業年度に係る取締役の報酬等」に記載しております。
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3. 新株予約権等に関する重要な事項

当事業年度末日において当社役員等が有する新株予約権に関する事項

新株予約権（株式報酬型）の内容の概要

発行年月日 新株予約権
の数

目的である
株 式 の
種類及び数

新株予約権
１個当たり
の 株 式 数

発行価額
新株予約権の
行使に際して
払い込むべき
１株当たりの金額

行使期間

2007年７月27日
（第２回） ６個 普通株式

1,800株 300株 無償 １円 2007年７月28日から
2027年７月26日まで

2008年７月29日
（第４回） 13個 普通株式

3,900株 300株 無償 １円 2008年７月30日から
2028年７月28日まで

2009年７月30日
（第６回） 13個 普通株式

3,900株 300株 無償 １円 2009年７月31日から
2029年７月29日まで

2010年７月30日
（第８回） 21個 普通株式

6,300株 300株 無償 １円 2010年７月31日から
2030年７月29日まで

（注）１．新株予約権１個当たりの払込金額は、１株当たりの払込金額に新株予約権１個当たりの株式数を乗じた金額としておりま
す。

２．2021年10月１日付で普通株式１株につき、３株の割合で株式分割を行っております。これにより、新株予約権の目的で
ある株式の数が調整されております。

新株予約権（株式報酬型）を有する者の人数及びその個数（区分別の内訳）

発行年月日

取締役
(監査等委員及び社外

取締役を除く)
社外取締役

(監査等委員を除く)
取締役

（監査等委員）
執行役員

（取締役を除く）

保有者数 個数 保有者数 個数 保有者数 個数 保有者数 個数

2007年７月27日
（第２回） １名 ６個 ０名 ０個 ０名 ０個 ０名 ０個

2008年７月29日
（第４回） １名 13個 ０名 ０個 ０名 ０個 ０名 ０個

2009年７月30日
（第６回） １名 13個 ０名 ０個 ０名 ０個 ０名 ０個

2010年７月30日
（第８回） １名 21個 ０名 ０個 ０名 ０個 ０名 ０個
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4. 会社役員に関する事項
4-1 取締役の氏名等

氏 名 会社における地位 重要な兼職の状況
山 埜 英 樹 ※1 取 締 役

當 麻 隆 昭 ※1 取 締 役

爲 房 孝 二 取 締 役

福 永 哲 弥 取 締 役 ㈱アルゴグラフィックス社外取締役

荒 牧 俊 一 取 締 役 住友商事㈱理事、メディア・デジタル事業部門デジタル事業本部長

久 保 哲 也 ※2 取 締 役 ＧＣＭインベストメンツ㈱取締役会長

安 斎 保 則 取 締 役
( 常勤監査等委員 )

矢 吹 公 敏 ※2
取 締 役
（監 査 等 委 員） 矢吹法律事務所代表者

中 村 雅 一 ※2
取 締 役
（監 査 等 委 員）

中村雅一公認会計士事務所代表者、住友重機械工業㈱社外監査役、
テルモ㈱社外取締役（監査等委員)

白 石 和 子 ※2
取 締 役
（監 査 等 委 員） 三井海洋開発㈱社外取締役

三 木 泰 雄 ※2
取 締 役
（監 査 等 委 員）

平 田 貞 代 ※2
取 締 役
（監 査 等 委 員）

（注）１．※1印は代表取締役であります。
２．※2印は法令に定める社外取締役であります。
３．取締役 久保哲也氏及び取締役（監査等委員）矢吹公敏氏、中村雅一氏、白石和子氏、三木泰雄氏、平田貞代氏は、東京証券取引所が確保を義

務付ける一般株主と利益相反が生ずるおそれのない独立役員であります。
４．取締役（監査等委員）中村雅一氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する高度な知見を有するものであります。
５．重要な会議への出席、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人からの職務の執行に関する事項の報告、重要な決裁書類等の閲覧

の他、子会社の監査役等との連絡会の開催等による情報の収集と監査等委員会における情報の共有を行うため、安斎保則氏を常勤監査等委員と
して選定しております。

６．取締役 山埜英樹氏は、2022年６月24日をもって、住友商事㈱の業務執行者を退任しております。
７．社外役員の重要な兼職先と当社との間には、開示すべき関係はありません。
８．重要な兼職の状況に記載のない役員は、該当事項がありません。
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当期中の異動
①新任者 2022年６月23日就任

山埜 英樹（取締役） 當麻 隆昭（取締役）
荒牧 俊一（取締役（非常勤）） 三木 泰雄（取締役 監査等委員（非常勤））
平田 貞代（取締役 監査等委員（非常勤））

②退任者 2022年６月23日退任
田渕 正朗（取締役） 谷原 徹（取締役（非常勤））
加藤 啓 （取締役（非常勤）） 芳賀 敏（取締役（非常勤））
松田 清人（取締役（非常勤））

執行役員及び業務役員の氏名等
2023年４月１日付にて執行役員及び業務役員の会社における地位及び担当が変更になりました。
2023年３月31日現在及び2023年４月１日現在の執行役員及び業務役員の担当等は、以下のとおりでありま

す。
会社における地位

氏 名
担当及び重要な兼職の状況

2023年４月１日現在 2023年３月31日現在 2023年４月１日現在

※１ 執行役員 会長 山 埜 英 樹 健康経営推進最高責任者 健康経営推進最高責任者

※１ 執行役員 社長 當 麻 隆 昭 ー ー

※１執行役員 副社長 福 永 哲 弥 事業投資推進分掌役員 事業投資推進分掌役員

執行役員 専務 尾 﨑 務 ー 最高情報セキュリティ責任者、法務・
リスク分掌役員

執行役員 専務 上 田 哲 也 ビジネスデザイングループ長 ビジネスデザイングループ長

執行役員 専務 渡 辺 篤 史 SCSKサービスウェア㈱代表取締役社長 SCSKサービスウェア㈱代表取締役社長

執行役員 専務 清 水 康 司 人事・総務分掌役員 人事・総務分掌役員

執行役員 常務 新 堀 義 之 ㈱ベリサーブ代表取締役社長 ㈱ベリサーブ代表取締役社長

執行役員 常務 岡 恭 彦 財務・経理・IR分掌役員 財務・経理・IR分掌役員

執行役員 常務 宮 川 正 産業事業グループ長 産業事業グループ長

執行役員 常務 渡 辺 孝 治 モビリティ事業グループ長 モビリティ事業グループ長
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会社における地位
氏 名

担当及び重要な兼職の状況
2023年４月１日現在 2023年３月31日現在 2023年４月１日現在

執行役員 常務 横 山 峰 男 事業革新推進グループ長、SCSKニアシ
ョアシステムズ㈱代表取締役社長

事業革新推進グループ長、社内情報シ
ステム分掌役員、事業革新推進グルー
プSE＋管理本部長、SCSKニアショアシ
ステムズ㈱代表取締役社長

執行役員 常務 髙 野 健 ソリューション事業グループ長 ソリューション事業グループ長

執行役員 常務 小 峰 正 樹 プラットフォーム事業グループ長 プロダクト・サービス事業グループ長

執行役員 常務 山 本 香 也 ビジネスデザイングループビジネスデ
ザイングループ統括本部長 金融事業グループ長

執行役員 常務 戸 田 賢 二 産業事業グループ通信・公共システム
事業本部長

SCSK Minoriソリューションズ㈱代表
取締役副社長

執行役員 常務 福 島 俊一郎 企画分掌役員補佐、企画本部長 企画・サステナビリティ推進・広報分
掌役員

執行役員 斎 藤 幸 彦 ソリューション事業グループ長補佐、
AMO事業本部長

産業事業グループ副グループ長、ERP
事業本部長

執行役員 河 辺 恵 理
事業革新推進グループリソース戦略セ
ンター長、SCSKニアショアシステムズ
㈱常務執行役員

人事・総務分掌役員補佐（D&I・
Well-Being推進担当）

業務役員 川 嶋 義 純 内部監査担当役員 内部監査担当役員

業務役員 奥 原 隆 之 ㈱Gran Manibus取締役 ビジネスデザイングループGXセンター長

業務役員 三ッ石 利 彦 モビリティ事業グループモビリティサ
ービス事業開発センター長

モビリティ事業グループ長補佐（MX事
業担当）

業務役員 高 橋 観 金融事業グループ金融システム第四事
業本部長

金融事業グループ金融システム第四事
業本部長

業務役員 大 谷 真 弘 ソリューション事業グループProActive
事業本部長

ソリューション事業グループProActive
事業本部長

業務役員 森 雅 昭 産業事業グループメディア事業本部長 産業事業グループメディア事業本部長

業務役員 石 田 高 章 事業革新推進グループものづくり革新
推進センター長 情報システム本部長

業務役員 堀 江 旬 一 事業革新推進グループSE＋センター長 金融事業グループ長補佐（特命担当）

業務役員 志宇知 正 司 産業事業グループ西日本産業事業本部
長、西日本支社長

産業事業グループ西日本産業事業本部
長、ERP事業本部副本部長、西日本支
社長

業務役員 市 場 健 二 プラットフォーム事業グループITプロ
ダクト＆サービス事業本部長

プロダクト・サービス事業グループネ
ットワークセキュリティ事業本部長

業務役員 束 巍
SCSK Asia Pacific Pte. Ltd.
Managing Director、思誠思凱信息系
統（上海）有限公司董事長

SCSK Asia Pacific Pte. Ltd.
Managing Director、思誠思凱信息系
統（上海）有限公司董事長
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会社における地位
氏 名

担当及び重要な兼職の状況
2023年４月１日現在 2023年３月31日現在 2023年４月１日現在

業務役員 内 山 郁 夫 モビリティ事業グループモビリティ事
業グループ統括本部長

事業革新推進グループリソース戦略本
部長

業務役員 日下部 俊 彦 ビジネスデザイングループグローバル
センター長、グローバル事業戦略部長 SCSK Europe Ltd. Managing Director

業務役員 小 林 良 成 人事・総務本部長 人事・総務本部長

業務役員 蔦 谷 洋 輔 ビジネスデザイングループCXセンター長 SCSKサービスウェア㈱取締役常務執行
役員

業務役員 成 毛 朋 之 SCSKサービスウェア㈱取締役常務執行役員 ソリューション事業グループクラウド
サービス事業本部長

業務役員 田 辺 正 幸 モビリティ事業グループモビリティシ
ステム第二事業本部長、中部支社長

モビリティ事業グループモビリティシ
ステム第二事業本部長、中部支社長

業務役員 中 島 英 也 ビジネスデザイングループ長補佐(特命
担当)、沖縄支社長

ビジネスデザイングループ長補佐（特
命担当）、沖縄支社長

業務役員 神 保 善 弘 SCSK Minoriソリューションズ㈱常務執行役員 産業事業グループ産業営業本部長

業務役員 髙 橋 俊 之 SCSK USA Inc. President&CEO SCSK USA Inc. President&CEO

業務役員 大 澤 満 産業事業グループ産業事業グループ統括本部長 企画本部長

業務役員 増 田 秀 穂 金融事業グループ金融システム第一事業本部長 金融事業グループ金融システム第一事業本部長

業務役員 杉 山 敦 人材開発本部長 人材開発本部長

業務役員 井 上 賢 司 法務・リスクマネジメント本部長 法務・リスクマネジメント本部長

業務役員 川 村 純
ソリューション事業グループマネジメ
ントサービス第二事業本部長、ヴィー
エー・リナックス・システムズ・ジャ
パン㈱代表取締役社長

ソリューション事業グループマネジメ
ントサービス事業本部長

業務役員 小笠原 寛
ソリューション事業グループnetXデー
タセンター事業本部長、SCSK NECデ
ータセンターマネジメント㈱代表取締
役社長

ソリューション事業グループnetXデー
タセンター事業本部長、SCSK NECデ
ータセンターマネジメント㈱代表取締
役社長

業務役員 北 尾 聡
ビジネスデザイングループCXセンター
副センター長、SCSKプレッシェンド㈱
代表取締役社長

ビジネスデザイングループCXセンター
長、SCSKプレッシェンド㈱代表取締役
社長

業務役員 大 塚 誠 也
プラットフォーム事業グループ中部・
関西プラットフォーム事業本部長、九
州プラットフォーム事業本部長

プロダクト・サービス事業グループ中
部関西プロダクト・サービス事業本部
長、九州プロダクト・サービス事業本
部長

業務役員 高 倉 禎 金融事業グループ金融システム第四事
業本部副本部長

金融事業グループ金融システム第四事
業本部副本部長
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会社における地位
氏 名

担当及び重要な兼職の状況
2023年４月１日現在 2023年３月31日現在 2023年４月１日現在

※２ 業務役員 石 橋 民 男 ー 金融事業グループ金融システム第五事業本部長

※２ 業務役員 清 水 恵 美 ー サステナビリティ推進・広報本部長

※２ 業務役員 羽 角 慎 二 ー 財務・経理・IR本部長

※２ 業務役員 髙 口 英 樹 ー
プロダクト・サービス事業グループデ
ジタルエンジニアリング事業本部長、
㈱アライドエンジニアリング代表取締
役社長

※２ 業務役員 古 屋 直 人 ー 金融事業グループ金融事業グループ統括本部長

※２ 業務役員 山 田 明 義 ー ソリューション事業グループソリュー
ション事業グループ統括本部長

※２ 業務役員 本 間 智 尚 ー ビジネスデザイングループヘルスケアセンター長

※２ 業務役員 長谷川 雅 義 ー SCSKサービスウェア㈱取締役専務執行役員

※２ 業務役員 大 谷 陽 子 ー ビジネスデザイングループヘルスケア
センター副センタ―長

（注）１．※1印を付した執行役員は取締役を兼任しております。
２．※2印は2023年４月１日付にて新たに就任した業務役員であります。
３．2023年３月31日をもって退任した執行役員及び業務役員は以下のとおりであります。

退任時における地位 氏 名 退任時における担当

執行役員 副社長 爲 房 孝 二 最高情報セキュリティ責任者、企画分掌役員

執行役員 常務 工 藤 敏 晃 金融事業グループ長

執行役員 常務 田 財 英 喜 R＆Dセンター担当役員

執行役員 常務 中 村 誠 人事・総務分掌役員補佐（人材開発担当）

執行役員 常務 菅 原 靖 夫 法務・リスク分掌役員

業務役員 播 磨 昭 彦 SCSK Minoriソリューションズ㈱取締役専務執行役員

業務役員 久 保 修 金融事業グループ金融システム第三事業本部長

業務役員 佐 藤 誠 之 ビジネスデザイングループデジタルイノベーションセンター長

2023年05月30日 17時17分 $FOLDER; 47ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



47

4-2 当事業年度に係る取締役の報酬等
(1) 当事業年度に係る取締役の報酬等の総額

区 分 報酬等の総額
報酬等の種類別の額

人数固定報酬
（金銭報酬）

短期業績
連動報酬

（金銭報酬）

中長期業績
連動報酬

（株式報酬）
取締役（監査等委員を除く）

（うち社外取締役）
292百万円

（15百万円）
179百万円

（15百万円）
62百万円
（－）

50百万円
（－）

11名
（２名）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

75百万円
（54百万円）

75百万円
（54百万円）

－
（－）

－
（－）

６名
（５名）

合 計 367百万円 17名
（注） １．短期業績連動報酬（金銭報酬）は業績連動報酬等、中長期業績連動報酬（株式報酬）は非金銭報酬等に分類されます。

なお、中長期業績連動報酬（株式報酬）は、2022年６月23日開催の定時株主総会決議により導入された譲渡制限付株式報
酬を指します。

２．取締役（社外取締役及び非常勤取締役並びに監査等委員である取締役を除く。）の固定報酬（金銭報酬）には役員年金も含
まれております。なお、中長期業績連動報酬（株式報酬）の導入に伴い、役員年金は2022年６月で廃止いたしました。

３．取締役の報酬等の額は、2016年６月28日開催の定時株主総会決議において、１事業年度につき、取締役（監査等委員及び
社外取締役を除く。）は960百万円以内、社外取締役（監査等委員を除く。）は40百万円以内、監査等委員である取締役は
150百万円以内と決議されております。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く。）の員数は15名（うち、
社外取締役は１名）、監査等委員である取締役の員数は４名であります。
また、2022年６月23日開催の定時株主総会において、取締役（社外取締役及び非常勤取締役並びに監査等委員である取締
役を除く。）に対し、上記報酬枠の内枠で、譲渡制限付株式付与のために支給する金銭報酬の総額を年額150百万円以内、
これにより発行又は処分される当社の普通株式の総数は年間10万株以内と決議しております。当該定時株主総会終了時点
の取締役（社外取締役及び非常勤取締役並びに監査等委員である取締役を除く。）の員数は４名であります。

４．社外取締役のいずれも、親会社等又は当社を除く当該親会社等の子会社等からの役員報酬等はありません。

(2) 取締役の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
①取締役の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法

取締役の報酬等の内容に係る決定方針や手続き、算定基準、報酬水準については、独立社外取締役が過半
数を占めるガバナンス委員会 指名・報酬等諮問部会に諮問し、2022年２月24日開催の取締役会にて決議さ
れております。

②取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容の概要
（ⅰ）報酬等の構成及び割合の決定に関する方針

取締役の報酬は、固定報酬（金銭報酬）・短期業績連動報酬（金銭報酬）・中長期業績連動報酬（株式報
酬）により構成します。社外取締役及び非常勤取締役並びに監査等委員である取締役に対しては、客観的
立場からの監督及び監査を行う役割を考慮し、固定報酬（金銭報酬）のみを支給いたします。
取締役を兼任している執行役員の役位別の固定報酬（金銭報酬）・短期業績連動報酬（金銭報酬）・中長

期業績連動報酬（株式報酬）の割合は、下表のとおりであります。
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報酬構成（2022年度）
執行役員としての役位 固定報酬

（金銭報酬）
短期業績連動報酬
（金銭報酬）

中長期業績連動報酬
（株式報酬） 合計

執行役員 会長 最高経営責任者 50% 25％ 25%

100%執行役員 社長 最高執行責任者 50% 25％ 25%

執行役員 副社長 55% 25％ 20%

（ⅱ）固定報酬（金銭報酬）の決定に関する方針
取締役（社外取締役及び非常勤取締役並びに監査等委員である取締役を除く。）の固定報酬（金銭報酬）

は、ガバナンス委員会 指名・報酬等諮問部会の諮問を経て取締役会で定めた役位毎の報酬額に基づき、毎
月定額を支給いたします。
なお、ガバナンス委員会 利益相反取引管理等諮問部会及び指名・報酬等諮問部会の委員である社外取締

役には、別途取締役会で定めた金額を固定報酬（金銭報酬）として支給いたします。

（ⅲ）業績連動報酬等の決定に関する方針
業績連動報酬等は、短期業績連動報酬（金銭報酬）とし、ガバナンス委員会 指名・報酬等諮問部会の諮

問を経て取締役会で定めた役位毎の報酬額に基づき短期業績連動報酬（金銭報酬）の支給額を決定し、事
業年度終了後に支給いたします。短期業績連動報酬（金銭報酬）の額の算定方法は、役位別に定める標準
額に対して、当該年度の会社業績及び個人別評価に応じて変動する仕組みとしております。会社業績及び
個人別評価の割合は、会社業績を60％、個人別評価を40％としております。

会社業績 ＝ 標準額×収益性支給率
個人別評価 ＝ 標準額×執行役員報酬制度に基づく個人評価に応じた支給率

短期業績連動報酬（金銭報酬）の額の算定の基礎として選定した業績指標の内容は、売上高及び営業利
益であります。
また、当該業績指標を選定した理由は、業績及び継続的な利益成長に重点を置いているからであります。
なお、当事業年度を含む売上高及び営業利益額の実績の推移は、「1-3 財産及び損益の状況」の推移に

記載のとおりであります。
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＜ご参考＞

2023年度より短期業績連動報酬（金銭報酬）は、役位別の標準額に対し、以下の結果を乗じて算定
いたします。会社業績は、業績及び利益の持続的成長に重点を置き、2022年度を起点とした当社連結
の成長率（年平均成長率（CAGR））及び当年度計画の達成率について、それぞれ売上高：営業利益＝
30％：70％の比率で反映します。個人業績については、中期経営計画の基本戦略・経営基盤強化策の
実効性を高めるため、環境・社会・ガバナンスへの取組みを含む個人評価により決定いたします。
（2023年度）

比率
指標執行役員 会長

執行役員 社長
執行役員 副社長
執行役員 専務

会社業績 100％ 60％

①成長率×②業績達成率
それぞれ売上高：営業利益＝30％：70％の比率
で評価
－75%～＋80%の範囲で短期業績連動報酬（金銭
報酬）が変動いたします。

個人業績 ０％ 40％

中期経営計画の基本戦略・経営基盤強化策の遂行、
非財務指標（環境・社会・ガバナンス）への取組
を評価
－100%～＋50%の範囲で短期業績連動報酬（金
銭報酬）が変動いたします。

（注）2023年４月１日付で、「執行役員 会長」、「執行役員 社長」にそれぞれ名称を変更しております。

（ⅳ）非金銭報酬等の決定に関する方針
非金銭報酬等は、中長期業績連動報酬（株式報酬）とし、「グランドデザイン2030」で描く持続的な企業

価値向上を具現化するインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目
的に、毎年、定時株主総会後に当社普通株式を、譲渡制限付株式として交付いたします。譲渡制限期間は、
株主価値の共有を中長期にわたって実現するために、原則として譲渡制限付株式の交付日から当社役員を退
任する日までの期間としております。支給水準は、ガバナンス委員会 指名・報酬等諮問部会の諮問を経て取
締役会で定めた役位毎の報酬額に基づき決定しております。

③報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項等
当社においては、取締役会の委任決議に基づき代表取締役 執行役員 会長 山埜英樹及び代表取締役 執行

役員 社長 當麻隆昭が協議の上、取締役（社外取締役及び非常勤取締役並びに監査等委員である取締役を除
く。）の個人別の報酬額の具体的内容を決定しております。ただし、代表取締役が１名である期間は当該代表
取締役が単独で決定しております。なお、委任する権限の内容は、個人別評価の決定であります。
これらの権限を委任した理由は、業務執行を監督する立場から、俯瞰的に個人別評価を実施することが可能
であるためであります。
また、会社業績及び個人別評価の割合は、会社業績を60％、個人別評価を40％としており、代表取締役に

委任される範囲を限定しております。なお、執行役員 会長及び執行役員 社長は会社業績を100％としてお
ります。
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(3) 当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
取締役の報酬等の内容に係る決定方針や手続き、算定基準、報酬水準について、外部の専門機関による客

観的な報酬市場調査データ及び同業種を中心とした同規模他社の報酬水準との比較検証結果並びに経営環境
や当社の経営戦略を踏まえ、独立社外取締役が過半数を占めるガバナンス委員会 指名・報酬等諮問部会に諮
問しております。また、代表取締役に委任する個人別評価の決定についても取締役会にて評価基準及びプロ
セスを報告することとしています。その上で、取締役会にて決議し、監査等委員会にて、報酬等の算出の公
平性及び当社の業績が考慮され役割と職責に応じた水準であることの妥当性を判断しています。また、当該
基準の変更には同様の手続きを要することを前提としております。
当該手続きを経て当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容が

決定されていることから、取締役会はその内容が役員の報酬等の内容に係る方針に沿うものであると判断し
ております。

4-3 他の法人等の業務執行者及び社外役員等との重要な兼職に関する事項

「4-1 取締役の氏名等」に記載の重要な兼職の状況のとおりであります。
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4-4 各社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 取締役会
出席状況

監査等委員会
出席状況 主な活動状況

取 締 役 久 保 哲 也 13/13 ―

同氏は、取締役会議長を務め、議事の活性化・効率化に貢献
しております。また、取締役会及びガバナンス委員会におい
て、国際業務に関する幅広い見識と企業経営の豊富な経験及
び知見に基づき、経営的視点から当社の経営全般につき発言
を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 矢 吹 公 敏 12/13 13/13

同氏は、ガバナンス委員会委員長を務め、議事の活性化・効
率化に貢献しております。また、取締役会、監査等委員会に
おいてもガバナンス委員会と同様に、弁護士としての専門的
な経験及び知見に基づき、法的視点から当社の経営全般及び
監査業務全般につき発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 中 村 雅 一 11/13 13/13

同氏は、取締役会、監査等委員会及びガバナンス委員会にお
いて、公認会計士としての専門的な経験及び知見に基づき、
財務・会計的視点から当社の経営全般及び監査業務全般につ
き発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 白 石 和 子 13/13 13/13

同氏は、取締役会、監査等委員会及びガバナンス委員会にお
いて、国際情勢に関する豊富な経験及び知見に基づき、国際
的視点から当社の経営全般及び監査業務全般につき発言を行
っております。

取 締 役
（監査等委員） 三 木 泰 雄 11/11 10/10

同氏は、取締役会、監査等委員会及びガバナンス委員会にお
いて、IT企業での豊富な経営経験とテクノロジに関する幅広
い経験及び知見に基づき、テクノロジ全般の専門的視点から
当社の経営全般及び監査業務全般につき発言を行っておりま
す。

取 締 役
（監査等委員） 平 田 貞 代 11/11 ９/10

同氏は、取締役会、監査等委員会及びガバナンス委員会にお
いて、エンジニアとしての豊富な経験とIT及び技術経営に関
する学術的な経験及び知見に基づき、組織・人材マネジメン
ト的視点から当社の経営全般及び監査業務全般につき発言を
行っております。

（注）当社におけるガバナンス委員会とは、取締役会や取締役において意思決定をするにあたり、当社と当社の株主の共同の利益に適
切な配慮がなされ、公正性と透明性を確保していくために、取締役会等の諮問機関として設置している、独立社外取締役及び独
立した社外の有識者が委員の過半数を占める任意の委員会であります。
ガバナンス委員会は、利益相反取引及び関連当事者取引に関する事項を主な審議事項とする利益相反取引管理等諮問部会及び取
締役、執行役員及び業務役員の選定基準・プロセス、取締役の選解任、取締役、執行役員及び業務役員の報酬等を主な審議事項
とする指名・報酬等諮問部会によって構成されております。社外取締役全員は、ガバナンス委員会 利益相反取引管理等諮問部
会及び指名・報酬等諮問部会の委員を務めております。
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4-5 責任限定契約に関する事項
当社は、会社法第427条第１項及び定款第29条第２項の定めに基づき、各取締役（業務執行取締役等である者

を除く。）との間で、責任限度額を会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とする責任限定契約を締結し
ております。

4-6 補償契約に関する事項
取締役山埜英樹氏、當麻隆昭氏、爲房孝二氏、福永哲弥氏、荒牧俊一氏、久保哲也氏、監査等委員である取締

役安斎保則氏、矢吹公敏氏、中村雅一氏、白石和子氏、三木泰雄氏及び平田貞代氏は、当社と会社法第430条の
２第１項に規定する補償契約を締結しており、同項第１号の費用及び同項第２号の損失を法令の定める範囲内に
おいて当社が補償することとしております。ただし、自己若しくは第三者の不正な利益を図る又は当社に損害を
加える目的で職務を執行したことが判明した場合には補償を受けた費用等を返還させること等を条件としており
ます。

4-7 役員等賠償責任保険契約に関する事項
当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者は、当社及

び子会社の取締役、監査役、執行役員及び業務役員（以下「役員」といいます。）並びに持分法適用関連会社に
派遣されている役員であります。当該保険契約は、被保険者が負担することになる会社訴訟、第三者訴訟、株主
代表訴訟等の争訟費用及び損害賠償金等を填補の対象としております。ただし、被保険者の犯罪行為、法令に違
反することを認識しながら行った行為等に起因する損害賠償請求については、填補されません。当該保険契約の
保険料は当社が全額負担しております。
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5. 会計監査人に関する事項

5-1 名称

有限責任 あずさ監査法人

5-2 会計監査人の報酬等の額

①当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 172百万円
②当社及び当社連結子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額（①の金額を含む） 230百万円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分し

ておりませんので、①の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めております。
２．当社及び当社連結子会社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である、英文財務諸表に係

る助言業務及び連結監査の一環としてのリファード業務についての対価を支払っております。
３．監査等委員会は、取締役、経理及び内部統制等の社内関係部署並びに会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を

通じて、会計監査人の前期の職務執行状況、当期監査計画の内容及び監査報酬の見積額の相当性等について確認し、検討
した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項及び第３項の同意を行っております。

5-3 解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事項に該当し、改善の見込みがないと判断
した場合、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人が会社法、公認会計士法等の法令違反による懲戒処分や監督官庁からの処

分を受け、監査の遂行が困難であると判断した場合、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定
し、取締役会はその決定に基づき当該議案を株主総会に提出いたします。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（備考）百万円単位の記載金額は、表示単位未満切り捨てにより表示しております。
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6. 業務の適正を確保するための体制及びその運用状況に関する事項

6-1 業務の適正を確保するための体制等の決議の内容

当社は、当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当社の業務並
びに当社及び子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な体制（以下「内部統制システム」と
いいます。）に関する基本方針並びに体制整備に必要な事項について次のとおり決議いたしております。
なお、当社は、現状の内部統制システムを確認すると同時に、継続的な見直しによって、その時々の要請に合

致した、優れた内部統制システムの構築を図っております。

(1) 当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制について
・監査等委員会設置会社としての当社における内部統制システムの整備に関する方針を定めるとともに取締役
及び使用人の法令等遵守の徹底に努めております。

・当社は、取締役会の監督機能の維持・向上のため、社外取締役を継続して選任しております。
・当社は、取締役会及び取締役の監督機能を強化するため、執行役員制度を採用するとともに、独立した社外
取締役が取締役会議長を務めることにより、取締役会及び取締役による監督機能と執行役員による業務執行
機能とを分離しております。

・当社は、経営の透明性・公正性の向上のために、取締役会等の諮問機関としてガバナンス委員会を設置して
おります。

・内部統制システムが有効に機能しているかを確認し、その実行状況を監視するための体制として内部監査部
を、また、内部統制システムの強化を推進し、その運用を支援するための体制としてリスクマネジメント部
を配置しております。

・法令等の遵守に関する規程を含む社内規則を定め、取締役及び使用人に行動規範を明示するとともに、コン
プライアンス委員会を設置し、また、「コンプライアンスマニュアル」を作成し、社内各層に周知すること
により、法令等遵守の徹底を図っております。

・法令等の遵守体制強化の一環として、内部通報制度を導入し、取締役及び使用人が、コンプライアンス委員
長、監査等委員会及び顧問弁護士にコンプライアンス上の情報を直接、連絡できるルートを確保しておりま
す。なお、当該通報をしたこと自体による不利益な取扱いの禁止等通報者の保護を徹底することを定めてお
ります。
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(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制について
・取締役会その他の重要な会議の意思決定に係る情報及び稟議書等、その職務執行に係る情報の保存及び管理
については、文書管理規程等の社内規則を定めて、情報の適切な記録管理体制を整備しております。

(3) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制について
・当社の事業に関連して想定可能なリスクを認識、評価する仕組みを定め、関連部署においてリスクを予防す
るための規則、ガイドライン等の制定、管理、運用、監視等の実施により個別リスクに対応する仕組みを構
築しております。

・会社に重大な影響を及ぼす恐れのある不測の事態の発生に備え、緊急事態対応規程を定め、適切かつ迅速に
対応する体制整備を図っております。

・情報セキュリティ管理及び個人情報保護に係る関連規程を制定し、当社の事業活動における機密情報及び個
人情報等の情報資産の管理徹底と適切な保護を行い、また、研修及び啓発の実施等を通じて、その重要性及
び取扱方法の浸透・徹底を図っております。

(4) 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制について
・取締役のより効率的な職務の遂行を可能とするために、執行役員及び業務役員制度を採用し、業務執行の責
任と権限を明確にしております。

・経営上の重要事項に関する執行役員 会長 最高経営責任者（以下「会長」といいます。）・執行役員 社長 最
高執行責任者（以下「社長」といいます。）の諮問機関として経営会議を、また、特定の経営課題に関する
諮問機関として各種委員会を設置しております。

・取締役及び使用人の効率的な職務執行を可能とするための組織体制を整備するとともに、ITの整備及び利用
により、経営意思決定を効率的にできる体制を整備しております。

(5) 当社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制について
・親会社及び子会社との緊密な連携のもと、当社は、企業集団における業務の適正を確保するための体制の構
築に努めております。

・当社は、「経営理念・行動指針」を定め、経営理念の共有を図るとともに、子会社管理規程に基づいて、子
会社の業務執行の重要事項は、当社の決裁事項又は当社への報告事項としております。

・当社は、上記の決裁・報告体制を通じて、グループ全体の経営状況を把握し、業務の適正の確保、リスク管
理を徹底しております。
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・当社は、子会社の自主性を尊重し、事業内容・規模を考慮しつつ、コーポレート部門の業務を適切に支援
し、子会社の取締役等が効率的に職務執行できる体制を構築しております。

・子会社においても、当該会社自身のコンプライアンス委員会の設置等、当社と同様に法令等を遵守するため
の体制を整えるよう指導しております。

・当社のコンプライアンス委員会では、子会社を含むグループ全体のコンプライアンスに関する事項を審議
し、また、内部通報制度においては、子会社の取締役、監査役及び使用人からも直接に通報が行える等、子
会社との連携を図り、グループ一体の運営を行っております。

(6) 当社の監査等委員会がその職務を補助すべき取締役及び使用人を置くことを求めた場合における当該取締役
及び使用人に関する事項について

・監査等委員会の職務を補佐する使用人を監査等委員会室に配置しております。

(7) 第６項の取締役及び使用人の他の監査等委員でない取締役からの独立性に関する事項について
・監査等委員会室は監査等委員でない取締役から独立した組織としております。
・監査等委員会は、監査等委員会室に所属する使用人の人事異動及び人事評価等について事前に報告を受け、
必要な場合は社長に対して変更を申し入れることができるものとしております。

(8) 第６項の取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
・監査等委員会室に所属する使用人は、監査等委員会の指揮命令に従い、職務を遂行しております。

(9) 当社の監査等委員でない取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制について
・監査等委員である取締役（以下「監査等委員」といいます。）は、経営会議その他の重要な会議に出席して
おります。

・会長・社長を含む主要な監査等委員でない取締役及び使用人は、監査等委員と定期的に会合を行い、監査等
委員会との意思疎通を図っております。

・職務権限規程に基づく決裁・報告事項のうち、重要な事項は、監査等委員を経由して監査等委員会にも報告
される他、必要に応じ、監査等委員でない取締役及び使用人が、法定の事項及び全社的に重大な影響を及ぼ
す事項について、同様に監査等委員会への報告・説明を速やかに行っております。

・内部通報制度においては、監査等委員会も直接の窓口になっております。
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(10) 当社の子会社の取締役、監査役及び使用人、又はこれらの者から報告を受けた者が、監査等委員会に報告
をするための体制について

・子会社管理規程に基づく決裁・報告事項のうち、あらかじめ定められた事項は、監査等委員を経由して監査
等委員会へも報告されることになっております。

・当社は、グループ共通の内部通報制度を設けており、子会社の取締役、監査役及び使用人からの通報につい
ては、当社の監査等委員会も直接の窓口になっております。

(11) 第９項又は第10項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
するための体制について

・当社及び子会社のコンプライアンス規程において、前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として
不利な取扱いを受けないことが明記されております。

(12) 当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用の
前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針について

・当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払又は支出した費用等の償還、負担した債務
の弁済を請求したときは、その費用等が監査等委員の職務の執行について生じたものでないことを証明でき
る場合を除き、これに応じるものとします。

(13) その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制について
・子会社の監査等委員でない取締役は、当社の監査等委員会が、その職務を適切に遂行するため、当社及び子
会社の監査等委員又は監査役との意思疎通、情報の収集・交換を図っております。

・当社の監査等委員でない取締役及び使用人は、監査等委員会が制定した監査等委員会規程に基づく監査活動
が、実効的に行われることに協力しております。

・監査等委員会は、監査の実施にあたり内部監査部及び会計監査人と緊密な連携を保っております。監査等委
員会は、内部監査担当役員に対して必要に応じて監査に関する指示をすることができ、監査等委員会が内部
監査担当役員に対して指示した事項が、会長・社長からの指示と相反する場合は、監査等委員会の指示を優
先するものとしております。また、監査等委員会は、内部監査担当役員の人事異動及び人事評価等について
事前に報告を受け、必要な場合は会長・社長に対して変更を申し入れることができるものとしております。
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(14) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況について
・市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体とは一切の関係を持たないとする「反社会的勢

力・団体との関係不保持」を基本方針として定めております。
・当社のコンプライアンスについて規定したコンプライアンスマニュアルにおいて、コンプライアンスに関す

る具体的な規範の一つとして反社会的勢力・団体との関係不保持を定めております。
・反社会的勢力への対応につきましては、顧問弁護士及び所轄警察署と緊密な連携の下、迅速に対応できる環

境を整えており、また反社会的勢力に関する動向の把握に努めております。
・当社所定の標準契約書式に反社会的勢力排除条項を盛り込み、反社会的勢力の不当要求防止に関する社内研

修を実施する等反社会的勢力排除に取り組んでおります。

6-2 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社の内部統制システムの運用状況の概要は次のとおりであります。

(1) ガバナンス・コンプライアンス体制
当社は、独立した社外取締役が取締役会議長を務めるとともに、取締役会等の諮問機関であるガバナンス委

員会を適宜開催し、取締役会等に答申しております。
内部統制システムについて、内部監査部にて有効性確認・実行状況確認を行い、リスクマネジメント部にて

強化推進・運用支援を行っております。
コンプライアンスに関する規程・マニュアルを定め、定期的にコンプライアンス委員会を開催しておりま

す。また、役職員への継続的な研修を実施するとともに、経営幹部からのメッセージ発信等にてコンプライア
ンス意識の向上を図っております。
内部通報制度については、連絡窓口を記載したカードを役職員に配布し、継続的に周知を図ることで有効に

機能するよう努めております。

(2) 情報保存・管理体制
当社は、文書管理に関する規程を定め、各文書について文書種別に応じた期間にわたって保存しておりま

す。
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(3) リスク管理体制
当社は、リスク管理に関する規程を定め、継続的にリスクを認識・評価するとともに、個別リスクについて

は所管部署による具体的な対応に取り組んでおります。
また、当社に重大な影響を及ぼす恐れのある不測の事態の発生に備えるために、緊急事態発生時の対応に関

する規程を定めております。特に地震等の重大な災害に対しては、発災時の初動対応マニュアルを役職員に配
布し、定期的な防災訓練を実施する等、継続的に取り組んでおります。
情報セキュリティ・個人情報管理に関しても、随時規程を整備するとともに継続的な研修等を実施すること

によって、重要性の浸透・徹底を図っております。

(4) 取締役の効率的な職務執行体制
当社は、執行役員及び業務役員制度を採用して監督機能と業務執行機能を分離し、会長・社長の諮問機関と

して経営会議や各種委員会を運営しております。また、各種決裁は、職務権限に関する規程に定められた基準
に基づき、ワークフローシステムによって実施する仕組みとすることで、効率的な意思決定・職務執行を推進
しております。

(5) 子会社管理体制
当社は、子会社管理に関する規程を定め、子会社毎の主管部署を定め、各社から当社への報告・決裁の制度

を含めた管理体制を構築・運用しております。また、各社への取締役・監査役派遣、各社経営層との会議体運
営、各社役職員への当社経営理念・行動指針記載カードの配布、当社の監査等委員会・内部監査部による監
査、各社監査機能との情報連携、各社を含めた内部通報制度の運用等によって、企業集団として適正な業務体
制の強化・運用に努めております。

(6) 監査体制
当社の監査等委員は、監査等委員会が制定した規程及び計画に基づいて経営会議等の重要な会議へ出席する

とともに、経営幹部を含んだ役職員との面談を実施しております。また、監査等委員会直属の監査等委員会室
に監査等委員会の職務を補佐する使用人を配置しており、監査等委員会室に所属する使用人の異動等は監査等
委員会に事前に報告され、監査等委員でない取締役からの独立性を担保しております。さらに、内部監査部が
会長・社長に加えて取締役会・監査等委員会へ直接報告する仕組みを構築し、報告を実施しております。
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(7) 反社会的勢力排除体制
当社は、「反社会的勢力・団体との関係不保持」の基本方針を定め、取引先の適格性審査や反社会的勢力の

情報収集、社内研修等を通して、反社会的勢力・団体とは一切の関係を持たないよう取り組んでおります。

（注）上記は2023年３月31日時点での体制及びその運用状況を記載しておりますが、2023年４月１日付で会
長・社長の役職名を変更したことに伴い、内部統制システムの整備の基本方針に必要な変更を加え、また
その他所要の変更を加えております。
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連結財政状態計算書（2023年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額

資産

流動資産 244,099

現金及び現金同等物 121,425

営業債権及びその他の債権 82,909

契約資産 14,411

棚卸資産 9,748

その他の金融資産 199

未収法人所得税 42

その他の流動資産 15,360

非流動資産 191,370

有形固定資産 75,212

使用権資産 45,781

のれん及び無形資産 26,984

持分法適用会社に対する投資 11,252

その他の債権 8,094

その他の金融資産 10,692

繰延税金資産 2,118

その他の非流動資産 11,232

資産合計 435,469

科 目 金 額
負債
流動負債 108,367
営業債務及びその他の債務 34,826
契約負債 15,388
従業員給付 10,889
社債及び借入金 21,945
リース負債 10,773
その他の金融負債 63
未払法人所得税 8,079
引当金 406
その他の流動負債 5,994
非流動負債 54,699
社債及び借入金 9,782
リース負債 35,415
その他の債務 174
従業員給付 1,982
引当金 7,334
その他の非流動負債 10
負債合計 163,066
資本

資本金 21,285
資本剰余金 122
利益剰余金 246,812
自己株式 △286
その他の資本の構成要素 3,976
親会社の所有者に帰属する持分合計 271,909
非支配持分 493
資本合計 272,403
負債及び資本合計 435,469
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連結損益計算書（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）
（単位：百万円）

科 目 金 額
売上高 445,912
売上原価 △328,232
売上総利益 117,679

販売費及び一般管理費 △66,491
その他収益 461
その他費用 △288
営業利益 51,361

金融収益 1,651
金融費用 △589
持分法による投資損益 913
税引前当期利益 53,336

法人所得税費用 △15,999
当期利益 37,337

当期利益の帰属
親会社の所有者 37,301
非支配持分 35

１株当たり当期利益
基本的１株当たり当期利益（円） 119.44
希薄化後１株当たり当期利益（円） 119.44

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（備考）百万円単位の記載金額は、表示単位未満切り捨てにより表示しております。
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連結持分変動計算書（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

（単位：百万円）

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 その他の資本
の構成要素

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

非支配持分 資本合計

2022年４月１日残高 21,152 － 223,300 △293 2,761 246,921 442 247,363
当期利益 － － 37,301 － － 37,301 35 37,337
その他の包括利益 － － － － 2,205 2,205 － 2,205

当期包括利益合計 － － 37,301 － 2,205 39,507 35 39,542
新株の発行 132 132 － － － 264 － 264
剰余金の配当 － － △15,405 － － △15,405 △59 △15,465
子会社に対する所有持分の変動 － － － － － － 75 75
自己株式の取得 － － － △3 － △3 － △3
自己株式の処分 － △9 － 10 － 0 － 0
その他の資本の構成要素から
利益剰余金への振替 － － 1,616 － △1,616 － － －

非金融資産への振替 － － － － 624 624 － 624
所有者との取引額等合計 132 122 △13,789 6 △991 △14,519 15 △14,503
2023年３月31日残高 21,285 122 246,812 △286 3,976 271,909 493 272,403

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（備考）百万円単位の記載金額は、表示単位未満切り捨てにより表示しております。
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連結注記表

Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１. 連結計算書類の作成基準

当社グループの連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下、
「IFRS」という。）に準拠して作成しております。なお、連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求
められる開示項目の一部を省略しております。

２. 連結の範囲に関する事項
（１） 連結子会社数の数 25社
（２） 主要な会社名

ＳＣＳＫサービスウェア㈱ ㈱ベリサーブ
ＳＣＳＫ Ｍｉｎｏｒｉソリューションズ㈱ ＳＣＳＫ九州㈱
ＳＣＳＫ北海道㈱ ＳＣＳＫプレッシェンド㈱
SCSK USA Inc. SCSK Europe Ltd.
思誠思凱信息系統（上海）有限公司 SCSK Asia Pacific Pte.Ltd.
PT SCSK GLOBAL INDONESIA SCSK Myanmar Ltd.
㈱Ｓｋｅｅｄ ＳＣＳＫシステムマネジメント㈱
ヴィーエー・リナックス・システムズ・
ジャパン㈱

ＳＤＣ㈱

ＳＣＳＫ ＮＥＣデータセンターマネジメント㈱ ㈱アライドエンジニアリング
ＳＣＳＫオートモーティブＨ＆Ｓ㈱ ㈱Ｇｒａｎ Ｍａｎｉｂｕｓ
ＳＣＳＫニアショアシステムズ㈱

第１四半期連結会計期間において、ＳＣＳＫ ＮＥＣデータセンターマネジメント㈱を設立したことに
伴い、連結の範囲に含めております。
第３四半期連結会計期間において、ＳＣＳＫオートモーティブＨ＆Ｓ㈱を設立したことに伴い、連結の

範囲に含めております。

３. 持分法の適用に関する事項
（１）持分法を適用した関連会社の数 ３社
（２）主要な会社名

㈱アルゴグラフィックス ダイアモンドヘッド㈱
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４. 会計方針に関する事項
（１） 金融商品

金融商品は、当社グループが金融商品の契約当事者となった日に認識しております。なお、通常の方法
で購入した金融資産は取引日において認識しております。

① 非デリバティブ金融資産
金融資産はその当初認識時に、金融資産の管理に関する事業モデル及び金融資産の契約上のキャッシ
ュ・フローの両方に基づき、償却原価で測定する金融資産、純損益を通じて公正価値で測定する金融
資産及びその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しております。
金融資産は、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、又は金融資
産のキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡し、当該金融資産の所有に係るリスクと経済
価値のほとんどすべてが移転している場合において、認識を中止しております。

(a) 償却原価で測定する金融資産
次の条件がともに満たされる金融資産を償却原価で測定する金融資産に分類しております。
・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに基
づいて、資産が保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フロ
ーが特定の日に生じる。

償却原価で測定する金融資産は、当初認識時に公正価値にその取得に直接起因する取引コストを加
算して測定しております。ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権は取引価格で測定して
おります。また、当初認識後は実効金利法を適用した総額の帳簿価額から減損損失を控除しており
ます。

(b) 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
償却原価で測定する金融資産以外の金融資産は、公正価値で測定する金融資産に分類しておりま
す。
公正価値で測定する金融資産のうち、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に分
類されたもの以外の金融資産については、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類して
おります。純損益を通じて公正価値で測定する金融資産には、売買目的で保有する資本性金融資産
及び負債性金融資産が含まれます。
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、当初認識時に公正価値により測定し、その取得に
直接起因する取引コストは、発生時に純損益で認識しております。また、当初認識後は公正価値で
測定し、その事後的な変動を純損益として認識しております。

(c) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
公正価値で測定する負債性金融資産のうち、次の条件がともに満たされる場合には、その他の包括
利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産に分類しております。

2023年05月30日 17時17分 $FOLDER; 66ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



66

・契約上のキャッシュ・フローを回収するため、及び売却するために資産を保有することを目的と
する事業モデルに基づいて、資産が保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フロ
ーが特定の日に生じる。

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産は、当初認識時に、公正価値にその
取得に直接起因する取引コストを加算して測定しております。また、利息、為替差損益及び減損損
失は、純損益として認識し、これらを除いた公正価値の変動額をその他の包括利益として認識して
おります。
また、売買目的ではない資本性金融資産への投資については、当初認識時に、その公正価値の事後
的な変動をその他の包括利益に表示するという取消不能な選択を行うことが認められており、当社
グループでは金融商品ごとに当該指定を行い、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本
性金融資産に分類しております。
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産は、当初認識時に、公正価値にその
取得に直接起因する取引コストを加算して測定しております。また、当初認識後は公正価値で測定
し、その事後的な変動をその他の包括利益として認識しております。その他の包括利益として認識
した金額は、認識を中止した場合（もしくは公正価値が著しく低下した場合）にその累積額を利益
剰余金に振り替えており、純損益には振り替えておりません。なお、配当については、当該配当金
が明らかに投資の取得原価の回収を示している場合を除いて純損益として認識しております。

② 金融資産の減損
償却原価で測定する金融資産及びその他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産につ
いては、報告期間の末日ごとに、当該資産に係る信用リスクが当初認識時点から著しく増加している
かどうかを判定しております。著しく信用リスクが増加している場合には、全期間の予想信用損失と
同額の損失評価引当金を認識し、著しい信用リスクの増加が認められない場合には、12か月の予想信
用損失と同額の損失評価引当金を認識しております。
ただし、営業債権及び契約資産については、信用リスクの当初認識時点からの著しい増加の有無にか
かわらず、全期間の予想信用損失と同額で損失評価引当金を認識しております。
金融商品の信用リスクが当初認識以降に著しく増大しているか否かを判定する際、及び予想信用損失
を見積もる際に、当社は、過度のコストや労力をかけずに入手可能で、目的適合性があり合理的で裏
付け可能な関連情報を考慮しております。これには、当社の過去の経験や十分な情報に基づいた信用
評価に基づく定量的情報と定性的情報及び分析が含まれ、将来予測的な情報も含まれます。
当社は、金融資産が30日超期日超過している場合にその信用リスクが著しく増大しているとみなして
おります。
金融資産の信用減損を示す客観的証拠としては、債務者による支払不履行又は滞納、当社グループが
債務者に対して、そのような状況でなければ実施しなかったであろう条件で行った債権の回収期限の

2023年05月30日 17時17分 $FOLDER; 67ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



67

延長、債務者又は発行企業が破産する兆候等が挙げられます。なお、損失評価引当金の繰入額は、純
損益で認識しております。

③ 非デリバティブ金融負債
当初認識時には公正価値からその発行に直接起因する取引コストを減算して測定しております。ま
た、当初認識後は実効金利法に基づく償却原価で測定しております。
金融負債は、金融負債が消滅したとき、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消し又は失効
となったときに認識を中止しております。

④ デリバティブ及びヘッジ会計
当社グループでは、為替変動リスクをヘッジするために、先物為替予約取引のデリバティブ取引を行
っております。
当社グループでは、ヘッジの開始時においてヘッジ関係並びにヘッジの実施についてのリスク管理目
的及び戦略の公式な指定及び文書化を行っております。当該文書にはヘッジ手段の特定、ヘッジの対
象となる項目又は取引、ヘッジされるリスクの性質、及びヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象
の公正価値又はキャッシュ・フローの変動に対するエクスポージャーを相殺するに際してのヘッジ手
段の有効性の評価方法が含まれております。また、当社グループでは、これらのヘッジについて、ヘ
ッジされたリスクに起因する公正価値又はキャッシュ・フローの変動を相殺するに際し極めて有効で
あると見込んでおります。
デリバティブは公正価値で当初認識しております。また、当初認識後は公正価値で測定し、その事後
的な変動は次のとおり処理しております。

キャッシュ・フロー・ヘッジ
ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値変動のうち有効なヘッジと判定される部分は、その他の包
括利益として認識しております。デリバティブの公正価値の変動のうちの非有効部分は、即時に純損
益に認識されます。
その他の包括利益に認識した金額は、ヘッジ対象である取引が純損益に影響を与える会計期間におい
てその他の資本の構成要素から純損益に振り替えております。ただし、予定取引のヘッジがその後に
おいて非金融資産又は非金融負債の認識を生じさせるものである場合には、その他の包括利益に認識
した金額を当該非金融資産又は非金融負債の当初の帳簿価額の修正として処理しております。
ヘッジ手段が失効、売却、終結又は行使された場合、ヘッジ比率を調整してもなお、ヘッジの適格要
件を満たさなくなった場合には、ヘッジ会計を将来に向けて中止しております。予定取引の発生がも
はや見込まれない場合には、その他の包括利益として認識した金額は、即時にその他の資本の構成要
素から純損益に振り替えております。
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⑤ 金融資産と金融負債の相殺
金融資産と金融負債は、認識した金額を相殺する法的に強制力のある権利を有しており、かつ、純額
で決済する又は資産の実現と負債の決済を同時に実行する意図を有している場合に、相殺して純額で
表示しております。

（２） 現金及び現金同等物
現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変
動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から構成さ
れております。

（３） 棚卸資産
棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額とのいずれか低い金額で測定しております。取得原価には、
購入原価、及び棚卸資産が現在の場所及び状態に至るまでに発生したその他のコストのすべてを含んで
おり、原価の算定にあたっては、商品については主として個別法を用いております。正味実現可能価額
は、通常の営業過程における見積売価から、完成までの見積原価及び販売に要する見積費用を控除した
額であります。

（４） 有形固定資産
① 認識及び測定

有形固定資産については、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を
控除した額で測定しております。
取得原価には資産の取得に直接関連する費用、資産の解体及び除去費用、原状回復費用の当初見積
額、並びに資産計上の要件を満たす借入コストが含まれております。有形固定資産の構成要素の耐用
年数が構成要素ごとに異なる場合は、それぞれ別個の有形固定資産項目として計上しております。

② 取得後の支出
有形固定資産の取得後に発生した支出のうち、通常の修繕及び維持については発生時に費用として処
理し、主要な取替及び改良に係る支出については、その支出により将来当社グループに経済的便益が
もたらされることが見込まれる場合に限り資産計上しております。

③ 減価償却
土地、建設仮勘定以外の有形固定資産は、使用が可能となった時点から、それぞれの見積耐用年数に
わたって定額法で減価償却しております。主要な有形固定資産の見積耐用年数は次のとおりでありま
す。
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建物及び構築物 ：２～50年
工具、器具及び備品 ：２～15年
なお、減価償却方法、残存価額及び耐用年数は毎年見直し、必要に応じて調整しております。

（５） のれん及び無形資産
① のれん

のれんは償却を行わず、事業を行う地域及び事業の種類に基づいて識別された資産、資金生成単位又
は資金生成単位グループに配分し、毎年同時期及び減損の兆候を識別した時はその都度、減損テスト
を実施しております。のれんの減損損失は純損益として認識されますが、戻入れは行っておりませ
ん。
当初認識後、のれんは取得原価から減損損失累計額を控除した価額で表示しております。

② 無形資産
無形資産については、原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した
価額で計上しております。
個別に取得した無形資産は取得原価で測定しており、企業結合により取得した無形資産の取得原価は
企業結合日の公正価値で測定しております。
内部発生の研究費用は発生時に費用として認識しております。
内部発生の開発費用は信頼性をもって測定可能で、技術的かつ商業的に実現可能であり、将来的に経
済的便益を得られる可能性が高く、当社グループが開発を完成させ、当該資産を使用又は販売する意
図及びそのための十分な資質を有している場合にのみ、上記の認識条件のすべてを初めて満たした日
から開発完了までに発生した費用の合計額を無形資産として資産計上しております。
事後的な支出は、その支出に関連する特定の資産に伴う将来の経済的便益を増加させる場合にのみ資
産計上しております。
耐用年数を確定できる無形資産はそれぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で償却しております。主
要な無形資産の見積耐用年数は次のとおりであります。
・ソフトウェア ：３～５年
・その他無形資産 ：５～20年
耐用年数を確定できない無形資産及び未だ使用可能でない無形資産は償却を行わず、毎年同時期に、
加えて減損の兆候が存在する場合にはその資産の回収可能価額を見積っております。
なお、償却方法、残存価額及び耐用年数は毎年見直し、必要に応じて調整しております。
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（６） リース
当社グループは、契約の締結時に契約がリースであるか又はリースを含んでいるかを判定しておりま
す。契約が特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換に移転する場合には、
当該契約はリースであるか又はリースを含んでおります。契約が特定された資産の使用を支配する権利
を移転するか否かを評価するために、当社グループはIFRS第16号「リース」におけるリースの定義を用
いております。

（借手）
当社グループは、リースの開始日に使用権資産とリース負債を認識しております。使用権資産は、取得
原価で当初測定しております。この取得原価は、リース負債の当初測定額に、開始日又はそれ以前に支
払ったリース料を調整し、発生した当初直接コストと原資産の解体及び除去、原資産又は原資産の設置
された敷地の原状回復の際に生じるコストの見積りを加え、受領済みのリース・インセンティブを控除
して算定しております。
当初認識後、使用権資産は、開始日から使用権資産の耐用年数の終了時又はリース期間の終了時のいず
れか早い方の日まで、定額法により減価償却しております。使用権資産の見積耐用年数は、自己所有の
有形固定資産と同様に決定しております。さらに、使用権資産は、該当ある場合、減損損失により減額
され、リース負債の特定の再測定について調整されております。
リース負債は、開始日時点で支払われていないリース料をリースの計算利子率を用いて割り引いた現在
価値で当初測定しております。リースの計算利子率が容易に算定できない場合には、当社グループの追
加借入利子率を用いており、一般的に、当社グループは追加借入利子率を割引率として使用しておりま
す。
リース負債の測定に含めるリース料総額は、以下で構成されております。
・固定リース料（実質的な固定リース料を含む）
・指数又はレートに基づいて算定される変動リース料。当初測定には開始日現在の指数又はレートを用
いる

・残価保証に基づいて支払うと見込まれる金額
・当社グループが行使することが合理的に確実である場合の購入オプションの行使価格、延長オプショ
ンを行使することが合理的に確実である場合のオプション期間のリース料、及びリースの早期解約に
対するペナルティの支払額（当社グループが早期解約しないことが合理的に確実な場合を除く）

リース負債は、実効金利法による償却原価で測定しております。指数又はレートの変動により将来のリ
ース料が変動した場合、残価保証に基づいて支払うと見込まれる金額の見積りが変動した場合、又は購
入、延長、あるいは解約オプションを行使するかどうかの判定が変化した場合、リース負債は再測定さ
れております。このようにリース負債を再測定する場合、対応する修正は使用権資産の帳簿価額を修正
するか、使用権資産の帳簿価額がゼロまで減額されている場合には損益として認識しております。
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短期リース及び少額資産のリース
当社グループは、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及びIT機器のリースを含む少額資産のリースに
ついて、使用権資産及びリース負債を認識しないことを選択しております。当社グループは、これらの
リースに係るリース料をリース期間にわたり定額法により費用として認識しております。

（貸手）
当社グループがリースの貸手である場合、リース契約時にそれぞれのリースをファイナンス・リース又
はオペレーティング・リースに分類しております。それぞれのリースを分類するに当たり、当社グルー
プは、原資産の所有に伴うリスクと経済価値が実質的にすべて移転するか否かを総合的に評価しており
ます。移転する場合はファイナンス・リースに、そうでない場合はオペレーティング・リースに分類し
ております。この評価の一環として、当社グループは、リース期間が原資産の経済的耐用年数の大部分
を占めているかなど、特定の指標を検討しております。
契約がリース要素と非リース要素を含む場合、当社グループは、IFRS第15号「顧客との契約から生じる
収益」を適用して契約における対価を按分しております。
当社グループは、オペレーティング・リースによるリース料をリース期間にわたり定額法により収益と
して認識し、「売上高」に含めて表示しております。

（７） 減損
棚卸資産、繰延税金資産及び売却目的で保有する非流動資産を除く非金融資産については、資産が減損
している可能性を示す兆候があるか否かを評価しております。
減損の兆候が存在する場合には、個別の資産又は資金生成単位ごとの回収可能価額を測定しておりま
す。なお、のれん、未だ使用可能でない無形資産は償却を行わず、毎期同時期及び減損の兆候が存在す
る場合にはその都度、減損テストを実施しております。
減損テストにおいて、資産は、継続的な使用により他の資産又は資金生成単位のキャッシュ・インフロ
ーから概ね独立したキャッシュ・インフローを生み出す最小の資産グループに集約しております。企業
結合から生じたのれんは、結合のシナジーが得られると期待される資金生成単位又は資金生成単位グル
ープに配分しております。当社グループの全社資産は、独立したキャッシュ・インフローを生成しない
ため、全社資産に減損の兆候がある場合、全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額を見積って
おります。
回収可能価額は、使用価値と処分コスト控除後の公正価値のいずれか高い方で算定しております。使用
価値は、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間価値及びその資産の固有のリスクを反映した税引前
割引率を用いて現在価値に割り引いて算定しております。
個別の資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を上回る場合には純損益にて減損損失を認識
し、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。資金生成単位に関連して認識した減損
損失は、まずその資金生成単位に配分されたのれんの帳簿価額を減額するように配分し、次に資金生成
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単位内のその他の資産の帳簿価額を比例的に減額しております。
のれんに係る減損損失は、戻入れを行っておりません。のれん以外の非金融資産に係る減損損失は、減
損損失がもはや存在しないか又は減少している可能性を示す兆候が存在する場合に当該資産の回収可能
価額を見積っており、回収可能価額が減損処理後の帳簿価額を上回った場合には減損損失の戻入れを行
っております。なお、減損損失の戻入れは過去の期間において当該資産に認識した減損損失がなかった
場合の帳簿価額を超えない範囲を上限として回収可能価額と帳簿価額との差額を純損益にて認識してお
ります。

（８） 従業員給付
① 退職後給付

当社グループは、従業員の退職後給付制度として確定給付制度と確定拠出制度を採用しております。
(a) 確定給付制度

退職後給付制度のうち、確定拠出制度(下記(b)参照)以外のものを確定給付制度としております。確
定給付制度については、確定給付制度債務の現在価値と制度資産の公正価値との純額を負債又は資
産として認識しております。確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに過去勤
務費用は、予測単位積増方式を用いて算定しております。
割引率は、将来の毎年度の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間に対応し
た決算日時点の優良社債の市場利回りに基づき算定しております。
勤務費用及び確定給付負債の純額に係る利息純額は、純損益にて認識しております。
確定給付制度の再測定により発生した増減額は、発生した期においてその他の包括利益に一括認識
し、直ちに利益剰余金に振り替えております。また過去勤務費用は発生時に全額純損益に認識して
おります。

(b) 確定拠出制度
退職後給付制度のうち、一定の掛金を他の独立した事業体に支払い、その拠出額以上の支払いにつ
いて法的債務又は推定的債務を負わないものを、確定拠出制度としております。
確定拠出制度については、当該制度の支払うべき拠出額を、従業員が関連する勤務を提供した時に
費用として認識しております。

② 短期従業員給付
短期従業員給付については、割引計算を行わず、関連するサービスが提供された時点で費用として認
識しております。
賞与及び有給休暇費用については、それらを支払う法的もしくは推定的な債務を有し、信頼性のある
見積りが可能な場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積られる額を負債として認識してお
ります。
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（９） 株式に基づく報酬
① 持分決済型のストック・オプション制度

当社グループは、当社の取締役(除く社外取締役)及び執行役員に対する報酬制度として、持分決済型
のストック・オプション制度を採用しておりました。ストック・オプションは、付与日における公正
価値によって見積り、最終的に権利確定すると予想されるストック・オプションの数を考慮した上
で、過年度に費用として認識し、同額を資本の増加として認識しております。付与されたオプション
の公正価値は、オプションの諸条件を考慮し、ブラック・ショールズ・モデル等を用いて算定してお
ります。

② 譲渡制限付株式報酬制度
当社グループは、株式報酬制度として、譲渡制限付株式報酬制度を採用しております。譲渡制限付株
式報酬制度では、受領したサービスの対価を付与日における当社株式の公正価値で測定しており、算
定されたサービスの対価は権利確定期間にわたって費用と資本を認識しております。

（10） 引当金
引当金の計算は、決算日における将来の経済的便益の流出金額に関する最善の見積りに基づいて行って
おります。見積りに使用した仮定と異なる結果が生じることにより、翌年度以降の連結計算書類におい
て引当金の金額に重要な修正を行う可能性があります。
当社グループが計上している引当金の概要及び経済的便益の流出が予測される時期は次のとおりであり
ます。

① 工事損失引当金
当社グループは、顧客との契約に係る損益の発生状況を継続的にモニタリングしております。顧客と
の契約による義務を履行するための見積総原価が、契約金額を超える可能性が高く、かつ予想される
損失額について信頼性のある見積りができる場合は、当該契約の進捗状況や将来の損益見込みを検討
し、将来の損失見込額を工事損失引当金として認識しております。
工事損失引当金を認識するためには、請負契約等の総原価を受注時に合理的に見積り、着手後には適
時かつ適切に総原価の見直しを行う必要があります。
請負契約等は顧客要望によって仕様が異なる等、開発内容に個別性があります。また、着手後に新た
に判明した事実や状況変化により、作業内容の変更や工数の見直しが必要となる場合があります。こ
れらの開発内容の個別性や事実及び状況変化により、総原価の見積りには不確実性が伴います。総原
価の見積りは、開発内容に応じた作業内容や工数等、一定のデータ及び仮定を用いた原価積算方法に
基づき行われますが、経営者のこれらに対する判断が、総原価の見積りに重要な影響を及ぼします。
なお、経済的便益の流出が予測される時期は、契約の進捗等により影響を受けますが、この債務の大
部分は翌連結会計年度中に実現すると見込んでおります。

2023年05月30日 17時17分 $FOLDER; 74ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



74

② 資産除去債務
資産除去債務は、資産の解体・除去費用、原状回復費用、並びに資産を使用した結果生じる支出に関
して引当金を認識するとともに、当該資産の取得原価に加算しております。将来の見積費用及び適用
された割引率は毎年見直され、修正が必要と判断された場合は会計上の見積りの変更として処理して
おります。
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（11） 資本
① 普通株式

当社が発行した資本性金融商品は、発行価額を資本金及び資本剰余金に計上し、直接発行費用（税効
果考慮後）は資本剰余金から控除しております。

② 自己株式
自己株式は取得原価で評価し、資本から控除しており、自己株式の購入、売却又は消却において利得
又は損失を純損益として認識しておりません。なお、帳簿価額と処分時の対価との差額は資本剰余金
として認識しております。

③ 配当金
当社の株主に対する配当は取締役会により承認された日の属する期間の負債として認識しておりま
す。

（12） 売上高
当社グループは、IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」（以下「IFRS第15号」）の範囲に含まれ
る取引について、次の５ステップを適用することにより収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。
ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する。

顧客との契約における別個の履行義務の特定
当社グループは、システム開発及び保守運用・サービスの提供、並びにシステム販売に関する顧客と
の契約から収益を認識しております。これらの契約から当社グループは別個の約束された財又はサー
ビス（履行義務等）を特定し、それらの履行義務に対応して収益を配分しております。
当社グループは、約束された財又はサービスが別個のものである場合、すなわち、財又はサービスを
顧客に移転するという約束が契約の中の他の約束と区分して識別可能であり、かつ、顧客がその財又
はサービスからの便益をそれ単独でまたは顧客にとって容易に利用可能な他の資源と組み合わせて得
ることができる場合、区分して会計処理しております。
具体的には、ソフトウェア販売とその後の保守サービス、あるいはハードウェア販売とその付帯サー
ビスなどのように複数の財又はサービスが一つの契約に含まれるものについて、以下の要件を共に満
たす場合には、別個の履行義務として識別しております。
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・顧客に約束している財又はサービスは、顧客がその財又はサービスからの便益をそれ単独で又は顧
客にとって容易に利用可能な他の資源と組み合わせて得ることができる（すなわち、当該財又はサー
ビスが別個のものとなり得る）。
・財又はサービスを顧客に移転する企業の約束が契約の他の約束と区分して識別可能である（すなわ
ち、当該財又はサービスが契約の観点において別個のものである）。

取引価格の算定
当社グループは、取引価格を顧客との契約に示されている対価に基づいて測定し、第三者のために回
収する金額は除いております。また、取引価格を算定するにあたり、変動対価、変動対価の見積りの
制限、契約における重大な金融要素の存在、現金以外の対価及び顧客に支払われる対価からの影響を
考慮しております。
当社グループは、顧客から受け取る対価が事後的に変動する可能性がある場合には、変動対価を見積
り、その不確実性が解消される際に認識した収益の累計額に重大な戻入れが生じない可能性が非常に
高い範囲で、売上高に含めて処理しております。
契約が金融要素を含んでいるかどうか、及び金融要素が契約にとって重大であるかどうかを評価する
際には約束した対価の金額と約束した財又はサービスの現金販売価格との差額、約束した財又はサー
ビスを顧客に移転する時点と、顧客が当該財又はサービスに対して支払いを行う時点との間の予想さ
れる期間の長さ、関連性のある市場での実勢金利を考慮し判断しております。なお、当社グループで
は、契約開始時点で、財又はサービスを顧客に移転する時点と、顧客が支払いを行う時点との間が１
年以内であると見込まれるため、実務上の便法を使用し、重大な金融要素の調整は行っておりませ
ん。

取引価格の履行義務への配分
当社グループは、約束した財又はサービスを顧客に移転するのと交換に権利を得ると見込んでいる対
価の金額を描写する金額で取引価格をそれぞれの履行義務へ配分しております。取引価格をそれぞれ
の履行義務に独立販売価格の比率で配分するため、契約におけるそれぞれの履行義務の基礎となる別
個の財又はサービスの契約開始時の独立販売価格を算定し、取引価格を当該独立販売価格に比例して
配分しております。独立販売価格が直接的に観察可能ではない場合には、独立販売価格を以下の方法
により見積っております。
・システム開発及び保守運用・サービスの提供に関する顧客との契約については、主に予想コストに
マージンを加算するアプローチに基づき独立販売価格を見積っております。
・システム販売に関する顧客との契約については、主に調整後市場評価アプローチに基づき独立販売
価格を見積っております。
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履行義務の充足
当社グループは、約束した財又はサービスを顧客に移転することによって履行義務を充足した時に、
又は一定期間にわたり履行義務を充足するにつれて、収益を認識しております。財又はサービスに対
する支配を一定の期間にわたり移転し履行義務を充足する場合とは、以下のいずれかに該当する場合
であり、収益を一定期間にわたり認識しております。
(a)当社グループの履行によって提供される便益を、履行するにつれて同時に受け取って消費する
(b)履行が資産を創出するか又は増価させ、顧客が当該資産の創出又は増価につれてそれを支配する
(c)履行が他に転用できる資産を創出せず、かつ、当社グループが現在までに完了した履行に対する支
払いを受ける強制可能な権利を有している
上記以外の場合には、資産に対する支配が顧客に移転したと判断した一時点で収益を認識しておりま
す。

財又はサービスの種類ごとの履行義務及び収益の測定方法
（システム開発及び保守運用・サービスの提供に関する顧客との契約）
システム開発及び保守運用・サービスの提供に関する顧客との契約の主な内容は、ITコンサルティン
グ、基幹系システム等のシステム開発、専用データセンターの構築・運営管理、通信ネットワークシ
ステムの保守・運用サービス、検証サービス、ITインフラ構築、ITマネジメント、BPOサービス等で
あります。
上記サービスの提供は、通常、(a)顧客が、当社グループの履行によって提供される便益を、当社グル
ープが履行するにつれて同時に受け取って消費する、(b)当社グループの履行が、資産を創出するか又
は増価させ、当社グループが当該資産の創出又は増価につれてそれを支配する、又は、(c)当社グルー
プの履行が、当社グループが他に転用できる資産を創出せず、かつ、当社グループが現在までに完了
した履行に対する支払いを受ける強制可能な権利を有している場合のいずれかに該当するため、一定
の期間にわたり充足される履行義務と判断しております。サービスの提供の売上高は、履行義務の完
全な充足に向けた進捗度を合理的に測定できる場合は進捗度の測定に基づいて、進捗度を合理的に測
定できない場合は履行義務の結果を合理的に測定できるようになるまで発生したコストの範囲で認識
します。対価の回収に関して重要な不確実性が認められる場合は、収益を認識しておりません。請求
書は契約条件に従い発行しており、支払期限は通常請求書発行月の翌月末であります。
請負等のシステム開発のうち、一定の要件を満たす契約（以下、「請負契約等」）は、見積総原価に対
する連結会計年度末までの発生原価の割合で進捗度を測定する方法に基づいて売上高を認識しており
ます。
請負契約等は顧客要望によって仕様が異なる等、開発内容に個別性があります。また、着手後に新た
に判明した事実や状況変化により、作業内容の変更や工数の見直しが必要となる場合があります。こ
れらの開発内容の個別性や事実及び状況変化により、総原価の見積りには不確実性が伴います。総原
価の見積りは、開発内容に応じた作業内容や工数等、一定のデータ及び仮定を用いた原価積算方法に
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基づき行われますが、経営者のこれらに対する判断が、総原価の見積りに重要な影響を及ぼします。
なお、総原価の見積りに変更が生じた場合は、当該変更に伴う累積的影響額を、見積りの変更が生

じた連結会計年度に純損益で認識しております。
上記以外のシステム開発及び継続して役務の提供を行う保守運用・サービスの提供に関する契約は、
原則としてサービスが提供される期間に対する提供済期間の割合で進捗度を測定する方法に基づいて
売上高を認識しております。単位あたりで課金されるサービスは、サービスの提供が完了し、請求可
能となった時点で売上高を認識しております。

（システム販売に関する顧客との契約）
システム販売に関する顧客との契約の主な内容は、ハードウェア（各種サーバー、クライアント機
器、ストレージ機器、通信ネットワーク関連機器）、パッケージ・ソフトウェア等の販売であります。
当社グループは、これらに係る契約について財やサービスに対する支配が顧客に移転したと判断した
時点で収益を認識しております。支配が顧客へ移転した時点を決定するにあたり、（a）資産に対する
支払いを受ける権利を有している、（b）顧客が資産に対する法的所有権を有している、（c）資産の物
理的占有を移転した、（d）顧客が資産の所有に伴う重大なリスクと経済価値を有している、（e）顧客
が資産を検収しているか否か等を考慮しております。一般的に、支配の顧客への移転の時期は顧客の
検収に対応しております。各種サーバー、ネットワーク機器など、据付等のサービスを要するハード
ウェアの販売による売上高は、原則として、顧客の検収時に認識しております。それ以外の標準的な
ハードウェアの販売による売上高は、原則として、当該ハードウェアに対する支配が顧客に移転する
引渡時に認識しております。請求書は契約条件に従い発行しており、支払期限は通常請求書発行月の
翌月末であります。

代理人取引
当社グループが商品又はサービスを顧客に移転する前に、当該商品又はサービスを支配している場合
には、本人取引として収益を総額で認識し、支配していない場合や当社グループの履行義務が商品又
はサービスの提供を手配することである場合には代理人取引として収益を純額（手数料相当額）で認
識しております。

契約資産及び契約負債
契約資産は、顧客に移転した財又はサービスと交換に受け取る対価に対する権利のうち、時の経過以
外の条件付きの権利であります。
契約負債は顧客に財又はサービスを移転する義務のうち、企業が顧客から対価を受け取っている、又
は対価の金額の期限が到来しているものであります。
当社グループでは、進行中のシステム開発等の対価に対して契約資産を計上しております。なお、契
約資産は、支払に対する権利が無条件になった時点で営業債権に振り替えております。また、顧客か
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らの前受対価に対して契約負債を計上しております。

（13） 金融収益及び金融費用
金融収益は、受取利息、受取配当金、デリバティブ利益（その他の包括利益で認識されるヘッジ手段に
係る利益を除く）等から構成されております。受取利息は、実効金利法を用いて発生時に認識しており
ます。受取配当金は、当社グループの受領権が確定した時点で認識しております。
金融費用は、支払利息、デリバティブ損失（その他の包括利益で認識されるヘッジ手段に係る損失を除
く）等から構成されております。支払利息は、実効金利法を用いて発生時に認識しております。

（14） 法人所得税
法人所得税費用は、当期税金と繰延税金の合計として表示しております。
当期税金は、税務当局に対する納付又は税務当局からの還付の見積りに、前年までの未払法人所得税及
び未収法人所得税を調整しております。未払法人所得税又は未収法人所得税の金額は、法人税に関連す
る不確実性（該当ある場合）を反映した、支払う、又は受け取ると見込まれる税金金額の最善の見積り
によるものであります。これらは、企業結合に関連するもの及び直接資本の部又はその他の包括利益で
認識される項目を除き、当期の純損益にて認識しております。未収法人所得税と未払法人所得税は、特
定の要件を満たす場合に相殺しております。
繰延税金資産及び負債は、決算日までに制定又は実質的に制定されている税法に基づいて、資産が実現
する期又は負債が決済される期に適用されると予想される税率で算定しております。繰延税金資産及び
負債は、資産及び負債の会計上の帳簿価額と税務基準額の差額である一時差異並びに繰越欠損金に基づ
いて算定しております。繰延税金資産は、将来減算一時差異、税務上の繰越欠損金に対して、それらを
利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲で認識しております。
なお、企業結合ではなく、取引時に会計上の利益にも課税所得にも影響しない取引における当初認識か
ら生じる一時差異については、繰延税金資産及び負債を認識しておりません。また、のれんの当初認識
において生じる将来加算一時差異についても、繰延税金負債を認識しておりません。
子会社、支店、関連会社及び共同支配企業に対する投資に係る将来加算一時差異については、繰延税金
負債を認識しております。ただし、一時差異を解消する時期をコントロールでき、かつ予測可能な期間
内に一時差異が解消しない可能性が高い場合には認識しておりません。また、子会社、支店、関連会社
及び共同支配企業に対する投資に係る将来減算一時差異については、一時差異が予測し得る期間内に解
消し、かつ課税所得を稼得する可能性が高い範囲でのみ繰延税金資産を認識しております。
繰延税金資産及び繰延税金負債は、当期税金資産と当期税金負債を相殺する法律上強制力のある権利を
有し、かつ同一の税務当局によって同一の納税主体に対して課される法人所得税に関するものである場
合に相殺しております。
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（15） １株当たり当期利益
基本的１株当たり当期利益は、親会社の所有者に帰属する当期利益を、その期間の自己株式を調整した
発行済普通株式の加重平均株式数で除して算定しております。
希薄化後１株当たり当期利益は、希薄化効果を有するすべての潜在的普通株式による影響を調整して算
定しております。

（16） 借入コスト
意図した使用又は販売が可能となるまでに相当の期間を要する資産に関して、その資産の取得、建設又
は生産に直接起因する借入コストは、当該資産の取得原価の一部として資産化しております。その他の
借入コストはすべて、発生した期間に費用として認識しております。
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Ⅱ．会計上の見積りに関する注記
IFRSに準拠した連結計算書類の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費
用の報告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定をすることが義務付けられております。ただし、
実際の業績はこれらの見積りとは異なる場合があります。
見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。会計上の見積りの見直しによる影響は、そ
の見積りが見直された会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。
連結計算書類上で認識する金額に重要な影響を与える判断、見積り及び仮定は、以下の注記に含まれてお
ります。
・収益の認識 Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

４．会計方針に関する事項(12) 売上高
Ⅶ．収益認識に関する注記

・工事損失引当金 Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
の測定 ４．会計方針に関する事項(10) 引当金 ①

Ⅲ．連結財政状態計算書に関する注記
２. 引当金の内訳

Ⅲ．連結財政状態計算書に関する注記
１. 有形固定資産の減価償却累計額 42,125百万円

２. 引当金の内訳
工事損失引当金 406百万円
資産除去債務 7,334百万円
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Ⅳ．連結持分変動計算書に関する注記
１. 当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数 普通株式 312,665,639株

２. 当連結会計年度末日における自己株式の種類及び総数 普通株式 365,414株

３． 剰余金の配当に関する事項
当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2022年４月28日
取締役会 普通株式 7,286百万円 23円34銭 2022年３月31日 2022年６月２日

2022年10月31日
取締役会 普通株式 8,119百万円 26円00銭 2022年９月30日 2022年12月１日

（注）当社は2021年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を３株に分割しております。
2022年４月28日取締役会決議及び2022年10月31日取締役会決議による１株当たり配当額は、当該株式分割後の金額を記載し
ております。

当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2023年４月28日
取締役会 普通株式 利益剰余金 8,119百万円 26円00銭 2023年３月31日 2023年６月２日

４. 当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の数
（１） 第２回新株予約権（2007年６月27日定時株主総会及び取締役会決議分）

普通株式 1,800株

（２） 第４回新株予約権（2008年６月26日定時株主総会及び取締役会決議分）
普通株式 3,900株

（３） 第６回新株予約権（2009年６月25日定時株主総会及び取締役会決議分）
普通株式 7,200株

（４） 第８回新株予約権（2010年６月25日定時株主総会及び取締役会決議分）
普通株式 25,500株
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Ⅴ．金融商品に関する注記
１. 金融商品の状況に関する事項

当社グループの事業活動は、事業環境・金融市場環境による影響を受けております。事業活動の過程で
保有する金融商品は固有のリスクに晒されております。リスクには、主に市場リスク(為替リスク、金利
リスク)、信用リスク、流動性リスクが含まれております。当社グループは、当該財務上のリスクの防止
及び低減のために、リスクの性質に応じた管理を行っております。
リスク管理にあたっては、リスク発生要因の根本からの発生を防止することでリスクを回避し、回避で
きないリスクについてはその低減を図るようにしております。デリバティブ取引は、後述するリスクを
回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

（１） 市場リスク管理
当社グループは、営業債務の一部には輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されて
おりますが、為替予約を利用したヘッジ取引により、為替変動リスクを管理しております。
また、当社グループは、運転資金確保、固定資産取得などのため金融機関からの借入又は社債発行など
を通じて資金調達を行っており、金利変動リスクに晒されております。固定金利の借入債務は金利変動
による公正価値の変動リスクに晒されております。なお、当社グループが保有する有利子負債の一部は
変動金利により調達されておりますが、金利変動リスクが当社グループの純損益に与える影響は軽微で
あります。

（２） 信用リスク管理
当社グループの「営業債権及びその他の債権」、「契約資産」のうち償却原価で測定する金融資産につい
ては、顧客等の信用リスクに晒されております。
当社グループは取引先ごとの期日管理及び残高管理を定期的に行い、信用状況を把握する体制としてお
ります。また、与信管理並びに顧客企業の信用状況のチェックや適切な与信枠の設定を行っておりま
す。
単独の顧客に対して、過度に集中した信用リスクは有しておりません。なお、預金及びデリバティブ
は、いずれも信用度の高い金融機関との取引であることから、それらの信用リスクは限定的でありま
す。

（３） 流動性リスク管理
流動性リスクとは、当社グループが現金又はその他の金融資産により決済する金融負債に関連する債務
を履行するにあたり、支払期日にその支払を実行できなくなるリスクであります。
営業債務及びその他の債務、社債及び借入金、その他の金融負債は流動性リスクに晒されております
が、当社グループでは、適時資金計画を作成・更新するとともに、金融機関からの借入枠を維持するこ
となどにより、当該リスクを管理しております。
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また、当社グループではCMS(キャッシュ・マネジメント・システム)を導入しており、各社における余
剰資金を当社へ集中し一元管理を行うことで、十分な流動性を確保するとともに、資金効率の最適化を
図っております。

２. 金融商品の公正価値に関する事項
金融商品の公正価値のヒエラルキーは、次のとおり分類しております。
レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の公表価格
レベル２：レベル１に分類される相場価格以外で、資産又は負債について直接又は間接的に観察可能な

インプット
レベル３：観察可能な市場データに基づかない、観察不能なインプット

（１） 償却原価で測定される金融商品の公正価値及び帳簿価額
償却原価で測定される金融資産・負債のうち、短期又は変動金利条件の場合は公正価値及び連結財政状
態計算書における帳簿価額は合理的に近似しているため、公正価値の開示を省略しております。長期か
つ固定金利条件の場合の、公正価値及び連結財政状態計算書における帳簿価額の差は次のとおりであり
ます。

(単位：百万円)
当連結会計年度末
(2023年３月31日)

帳簿価額 公正価値

その他の債権

敷金・保証金 7,959 7,665

社債及び借入金

社債 4,982 4,984

長期借入金 4,800 4,817

その他の債務

預り保証金 106 106

長期未払金 67 67
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公正価値の測定方法
営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務、社債及び借入金のうち、流動項目は短期間で決
済されており、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっているため、公正価値の開示を省略しており
ます。
非流動項目の金融資産及び金融負債の公正価値は、次のとおり算定しており、公正価値の測定及び開示で
はレベル２に分類しております。

その他の債権、その他の債務
(敷金・保証金)

将来キャッシュ・フローを見積り、リスク調整割引率で現在価値に割り引いて公正価値を算定しており
ます。

(預り保証金及び長期未払金)
支払見積額をリスク調整割引率を用いて現在価値に割り引く方法によっております。

社債及び借入金
(社債)

会計期間末時点の市場金利に基づき公正価値を算定しております。
(長期借入金)

元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によってお
ります。
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（２） 経常的に公正価値で測定している資産及び負債
経常的に公正価値で測定している資産及び負債は、次のとおりであります。なお、金融商品のレベル間
の振替は、期末日において認識しております。当連結会計年度において、投資先の上場に伴いレベル３
からレベル１への振替を行っております。その他にレベル間の振替は行っておりません。

当連結会計年度末(2023年３月31日)
(単位：百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

その他の金融資産

デリバティブ資産 － － － －

資本性証券 5,157 － 3,987 9,144

負債性証券 － 199 1,428 1,628

その他 － － 119 119

合計 5,157 199 5,535 10,892

その他の金融負債

デリバティブ負債 － 63 － 63

合計 － 63 － 63

その他の金融資産、その他の金融負債の公正価値の測定方法
(デリバティブ)

デリバティブは為替予約契約であり、公正価値は観察可能な市場データに基づいて評価しており、レベ
ル２に分類しております。

(資本性証券)
市場性のある資本性証券は市場価格を用いて公正価値を測定しており、活発な市場における相場価格で
ある場合にはレベル１に分類しております。非上場の資本性証券は、割引将来キャッシュ・フロー、収
益、利益性及び修正純資産等を用いた類似業種比較法等の評価モデル等により公正価値を見積っており、
レベル３に分類しております。

(負債性証券)
市場性のある負債性証券は、同一の証券に関する活発でない市場における現在の相場価格を用いて測定
しており、レベル２に分類しております。市場性のない負債性証券は、活発な市場で取引されている類
似の満期及び信用格付を有する証券の実勢利回りから算出した割引率を用いて計算した正味現在価値に、
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非流動要因による調整を加えたものを考慮して見積っており、レベル３に分類しております。

（３） レベル３に区分される公正価値測定に関する情報
① 評価プロセス
当社グループは公正価値の測定に関して管理体制を確立しております。この管理体制には、レベル３の
公正価値を含むすべての重要な公正価値測定を監督する包括的な責任を負い、当社の適切な権限者に直
接報告を行う評価チームが含まれております。評価チームは、重要な観察可能でないインプット及び評
価の調整を定期的に見直しております。公正価値の測定に、ブローカー相場やプライシング・サービス
といった第三者の情報を用いる場合、評価チームは、それらの評価がIFRSの規定を満たすという結論
(第三者からのインプットに基づいて見積られる公正価値が分類されるべき公正価値ヒエラルキーのレベ
ルを含む)を裏付けるため、第三者から得た証拠を検証しております。
レベル３の金融商品に係る公正価値の測定は、関連する社内規程に従い実施しております。公正価値の
測定に際しては、対象となる金融商品の性質、特徴及びリスクを最も適切に反映できる評価技法及びイ
ンプットを用いております。
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② レベル３に分類された金融商品の期首残高から期末残高への調整表
レベル３に分類された金融商品の期首残高から期末残高への調整表は次のとおりであります。

(単位：百万円)
当連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

FVTPLの金融資産 FVTOCIの金融資産

期首残高 3,092 2,172

利得及び損失

純損益 468 －

その他の包括利益 － 56

取得 1,263 －

処分 △91 △2

レベル間の振替 △400 △999

その他 △24 －

期末残高 4,308 1,227

純損益に認識した利得及び損失は、連結損益計算書の「金融収益」及び「金融費用」に含めておりま
す。その他の包括利益に認識した利得及び損失のうち税効果考慮後の金額は、連結持分変動計算書の
「その他の資本の構成要素」に含めております。

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり親会社の所有者に帰属する持分 870円56銭
基本的１株当たり当期利益 119円44銭
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Ⅶ．収益認識に関する注記
１．収益の分解

売上高は主要なサービス区分に基づき分解しております。当連結会計年度の分解した売上高は次のとおり
であります。なお、当連結会計年度の売上高における、その他の源泉から認識した売上高は2,237百万円で、
IFRS第16号に基づくリース収益（オペレーティング・リース）等によるものであり、主要なサービス区分の
分解情報においては「保守運用・サービス」に含めております。

システム開発 180,433百万円
保守運用・サービス 175,638百万円
システム販売 89,841百万円
合計 445,912百万円

２．契約残高
当連結会計年度末で顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は次のとおりであります。
なお、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の額に重要性はありません。

顧客との契約から生じた債権 80,817百万円
貸倒引当金 △65百万円
契約資産 14,411百万円

３．残存履行義務に配分した取引価格
当連結会計年度末で未充足(又は部分的に未充足)の履行義務に係る将来収益として認識されると見込まれ

る時期別内訳は、１年内170,625百万円、１年超31,894百万円であります。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（備考） 百万円単位の記載金額は、表示単位未満切り捨てにより表示しております。
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貸借対照表（2023年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額

資産の部
流動資産 212,920
現金及び預金 24,294
受取手形 437
売掛金 63,921
契約資産 13,911
リース投資資産 184
有価証券 10,199
商品及び製品 8,448
原材料及び貯蔵品 154
前渡金 1,135
前払費用 13,352
預け金 73,023
関係会社短期貸付金 1,000
その他 2,854
固定資産 169,434
有形固定資産 70,150
建物 47,221
構築物 237
車両運搬具 0
工具、器具及び備品 7,410
土地 14,169
リース資産 561
建設仮勘定 550
無形固定資産 9,275
ソフトウェア 9,152
電話加入権 118
施設利用権 0
商標権 3
投資その他の資産 90,008
投資有価証券 7,529
関係会社株式 59,955
関係会社長期貸付金 8,000
従業員に対する長期貸付金 1
長期前払費用 1,607
敷金及び保証金 6,480
会員権 185
リース投資資産 131
前払年金費用 6,178
その他 3
貸倒引当金 △64

資産合計 382,354

科 目 金 額
負債の部

流動負債 119,470
買掛金 24,729
短期借入金 7,000
１年内償還予定の社債 10,000
１年内返済予定の長期借入金 4,500
リース債務 468
未払金 4,442
未払費用 1,550
未払法人税等 7,567
未払消費税等 2,594
契約負債 14,885
預り金 37,458
賞与引当金 3,743
役員賞与引当金 61
工事損失引当金 405
その他 63
固定負債 13,181
社債 5,000
リース債務 336
役員退職慰労引当金 7
退職給付引当金 749
繰延税金負債 548
資産除去債務 5,660
長期預り敷金保証金 810
その他 67
負債合計 132,651

純資産の部
株主資本 248,089
資本金 21,285
資本剰余金 1,432
資本準備金 1,432
利益剰余金 225,659
利益準備金 3,988
その他利益剰余金 221,671
オープンイノベーション
促進積立金 187
別途積立金 23,310
繰越利益剰余金 198,173

自己株式 △286
評価・換算差額等 1,596
その他有価証券評価差額金 1,647
繰延ヘッジ損益 △50
新株予約権 16
純資産合計 249,703
負債純資産合計 382,354
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損益計算書（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）
（単位：百万円）

科 目 金 額
売上高 355,610
売上原価 262,059
売上総利益 93,550

販売費及び一般管理費 52,150
営業利益 41,400

営業外収益 3,467
受取利息 81
有価証券利息 3
受取配当金 2,932
その他 449

営業外費用 337
支払利息 26
社債利息 25
投資事業組合運用損 38
投資有価証券売却損 0
その他 247
経常利益 44,530

特別利益 42
固定資産売却益 0
投資有価証券売却益 41
会員権売却益 0

特別損失 915
固定資産除却損 10
固定資産売却損 0
減損損失 42
投資有価証券売却損 0
投資有価証券評価損 800
会員権売却損 1
支払補償金 58
税引前当期純利益 43,656
法人税、住民税及び事業税 12,592
法人税等調整額 1,110
当期純利益 29,953

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰（備考）百万円単位の記載金額は、表示単位未満切り捨てにより表示しております。

2023年05月30日 17時17分 $FOLDER; 92ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



92

株主資本等変動計算書（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

オープン
イノベーション
促進積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 21,152 1,299 － 1,299 3,988 － 23,310 183,817 211,116
事業年度中の変動額
新株の発行 132 132 132 －
剰余金の配当 － △15,405 △15,405
当期純利益 － 29,953 29,953
自己株式の取得 － －
自己株式の処分 △4 △4 －
オープンイノベーション促
進積立金の積立 － 187 △187 －
利益剰余金から資本剰余金
への振替 4 4 △4 △4
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） － －

事業年度中の変動額合計 132 132 － 132 － 187 － 14,355 14,543
当期末残高 21,285 1,432 － 1,432 3,988 187 23,310 198,173 225,659

（単位：百万円）
株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産
合計自己株式 株主資本

合計
その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △293 233,275 1,548 △208 1,339 21 234,636
事業年度中の変動額
新株の発行 264 － 264
剰余金の配当 △15,405 － △15,405
当期純利益 29,953 － 29,953
自己株式の取得 △3 △3 － △3
自己株式の処分 10 5 － 5
オープンイノベーション促
進積立金の積立 － － －
利益剰余金から資本剰余金
への振替 － － －
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） － 99 157 257 △5 252

事業年度中の変動額合計 6 14,814 99 157 257 △5 15,066
当期末残高 △286 248,089 1,647 △50 1,596 16 249,703

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（備考）百万円単位の記載金額は、表示単位未満切り捨てにより表示しております。

2023年05月30日 17時17分 $FOLDER; 93ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



93

個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項
１. 有価証券の評価基準及び評価方法
（１） 満期保有目的の債券 ……償却原価法（定額法）

（２） 子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法

（３） その他の関係会社有価証券
市場価格のない株式等 ……移動平均法による原価法

なお、投資事業組合への出資（金融商品取引法第２条第２項によ
り有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定され
る決算報告日に応じて入手可能な決算書等を基礎として持分相当
額を純額で取り込む方法によっております。

（４） その他有価証券
① 市場価格のない株式等以外の

もの
……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しております）

② 市場価格のない株式等 ……移動平均法による原価法
なお、投資事業組合への出資（金融商品取引法第２条第２項によ
り有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定され
る決算報告日に応じて入手可能な決算書等を基礎として持分相当
額を純額で取り込む方法によっております。

２. 棚卸資産の評価基準及び評価方法
（１） 商品 ……個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切り下げの方法により算定しております）

（２） 貯蔵品 ……最終仕入原価法及び移動平均法による原価法

３. デリバティブ取引の評価基準及び
評価方法

……時価法
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４. 固定資産の減価償却の方法
（１） 有形固定資産

(リース資産を除く)
……定額法を採用しております。

（２） 無形固定資産
(リース資産を除く)

① 市場販売目的のソフトウェア ……見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間（３年以内）に基づ
く均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を計上しております。

② 自社利用のソフトウェア ……社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法を採用し
ております。

③ その他の無形固定資産 ……定額法を採用しております。

（３） リース資産
所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産

……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって
おります。

（４） 長期前払費用 ……定額法を採用しております。

５. 引当金の計上基準
（１） 貸倒引当金 ……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２） 賞与引当金 ……従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に
基づき計上しております。

（３） 役員賞与引当金 ……役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基
づき計上しております。

（４） 工事損失引当金 ……当事業年度末において、損失の発生が見込まれる工事契約につい
て将来の損失に備えるため、その損失見込額を計上しております。
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（５） 退職給付引当金 ……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度
末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による
定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費
用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の年数（１年）により費用処理しております。

（６） 役員退職慰労引当金 ……役員の退職慰労金の支出に備えるため、2007年６月27日開催の
定時株主総会で決議された役員退職慰労金制度の廃止に伴う打切
り支給額のうち、将来の支給見込額を計上しております。

６. 繰延資産の処理方法
社債発行費 ……支出時に全額費用として処理しております。

７. 重要なヘッジ会計の方法
（１） ヘッジ会計の方法 ……繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予約等が付され

ている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っており
ます。

（２） ヘッジ手段とヘッジ対象 ……ヘッジ手段 為替予約取引
ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務等

（３） ヘッジ方針 ……デリバティブ取引は実需に基づき行うこととしており、投機を目
的とした取引は行わないこととしております。

2023年05月30日 17時17分 $FOLDER; 96ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



96

（４） ヘッジ有効性評価の方法 ……為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、当該外貨建によ
る同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振当てているため、
その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されている
ので、決算日における有効性の評価を省略しております。

（５） その他 ……全てのデリバティブ取引は、国内の信用度の高い金融機関と行っ
ており、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは低いと
考えております。

８. 売上高及び費用の計上基準
連結注記表「４．会計方針に関する事項 (12) 売上高」に同一の内容を記載しております。

９. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（１） 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理
の方法と異なっております。

（２） グループ通算制度の適用
当社は、当事業年度において、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。また、「グル
ープ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８
月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに
開示を行っております。
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Ⅱ．会計上の見積りに関する注記
個別注記表に注記すべき事項は、連結注記表に注記すべき事項と同一であります。

Ⅲ．貸借対照表に関する注記
１. 有形固定資産の減価償却累計額 60,930百万円

２. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 79,186百万円
短期金銭債務 42,263百万円
長期金銭債権 212百万円
長期金銭債務 707百万円

Ⅳ．損益計算書に関する注記
１. 関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 21,247百万円
仕入高等 36,524百万円
営業取引以外の取引による取引高 1,807百万円

２. 売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額 383百万円

３. 研究開発費の総額 1,026百万円
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Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数 普通株式 365,414株

Ⅵ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

未払事業税否認 605百万円
未払賞与否認 1,146百万円
会員権評価損 126百万円
工事損失引当金 124百万円
退職給付引当金 229百万円
減損損失 697百万円
貸倒引当金 19百万円
固定資産償却超過額 41百万円
関係会社株式評価損 2,423百万円
資産除去債務 1,733百万円
その他 685百万円

繰延税金資産小計 7,832百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △4,296百万円

評価性引当額小計 △4,296百万円
繰延税金資産合計 3,536百万円

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △727百万円
資産除去債務に対応する除去費用 △1,237百万円
前払年金費用 △1,891百万円
その他 △228百万円

繰延税金負債合計 △4,085百万円
繰延税金資産の純額 △548百万円
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Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記
１．親会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

親会社 住友商事㈱ 東京都
千代田区 220,046 総合商社

(被所有)
直接

50.8

当社が行う
ITソリュー
ションの
大口得意先

ITソリュー
ションの
提供

18,610

売掛金 2,887

契約資産 1,360

資金の寄託

資金の寄託 1,786,000 預け金 73,000

利息の受取 6 未収収益 0

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等
ITソリューションの提供については、市場価格、原価率を勘案して当社見積り価格を提示し、一案件ごとに価格交渉の
上、一般的取引条件と同様に決定しております。
資金の寄託による利率については、市場金利を勘案し一般的取引条件と同様に決定しております。

（１） 親会社情報
住友商事㈱（㈱東京証券取引所 プライム市場に上場）

（２） 重要な関連会社の要約財務情報
該当事項はありません。

２．役員等

種類 会社等の名称
又は氏名

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円)

役員 山埜 英樹
代表取締役

執行役員 会長
最高経営責任者

金銭報酬債権の現物出資（注1） 17

役員 當麻 隆昭
代表取締役

執行役員 社長
最高執行責任者

金銭報酬債権の現物出資（注1） 17

（注1）譲渡制限付株式報酬制度に伴う、金銭報酬債権の現物出資によるものです。
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Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 799円51銭
１株当たり当期純利益 95円92銭

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（備考） 百万円単位の記載金額は、表示単位未満切り捨てにより表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2023年５月11日

ＳＣＳＫ株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 神 塚 勲
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 三 上 伸 也
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 笠 島 健 二

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ＳＣＳＫ株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日ま

での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書、連結注記表
について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求

められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠して、ＳＣＳＫ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること

にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、連結計算書類を会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められ

る開示項目の一部を省略した会計の基準により作成し、適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど

うかを評価し、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められる開示項目の一部を
省略した会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に
注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求
められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算
書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入
手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見
に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて
いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2023年５月11日

ＳＣＳＫ株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 神 塚 勲
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 三 上 伸 也
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 笠 島 健 二

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ＳＣＳＫ株式会社の2022年４月１日から2023年３月

31日までの第55期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並
びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計

算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること

にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうか

を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会
計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて
いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書

監査報告書

当監査等委員会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第55期事業年度の取締役の職務の執行
について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容

並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、
下記の方法で監査を実施しました。
なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任 あずさ監査法人から当該内部統制

の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な
会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて
説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調
査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を
図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている親会社との取引に関し、会社法施行規則第118条第５号イの留意した事
項及び同号ロの判断及びその理由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、そ
の内容について検討を加えました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から同法人が「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算
規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審
議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結財政状態
計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制
を含め、指摘すべき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引の実施に当たり当社の利益を害さ
ないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断
及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月15日
SCSK株式会社 監査等委員会

監 査 等 委 員 安 斎 保 則 ㊞

監 査 等 委 員 矢 吹 公 敏 ㊞

監 査 等 委 員 中 村 雅 一 ㊞

監 査 等 委 員 白 石 和 子 ㊞

監 査 等 委 員 三 木 泰 雄 ㊞

監 査 等 委 員 平 田 貞 代 ㊞

（注）監査等委員 矢吹公敏、中村雅一、白石和子、三木泰雄及び平田貞代は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定す
る社外取締役であります。

以 上
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・本総会の運営について、大きな変更が生ずる場合には、当社ウェブサイト（https://www.scsk.jp/）にてお知らせいた
します。

・株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。
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